2016年10月14日～15日
世論調査、公明党憲法調査会、自民党改憲案「歴史的文書」に、南スーダン派遣新任務、ACSA閣議決定、スクランブル、TPP審議入り、消費税、新潟知事選共同、参院選違憲状態判決、BPO、辺野古、国連核兵器禁止条約、社説
総裁任期延長、６割反対＝内閣支持４９％に微減－時事世論調査
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　時事通信が７～１０日に実施した１０月の世論調査で、自民党総裁の任期延長について尋ねたところ、「現在の２期６年のままでいい」が５８．７％に上った。安倍内閣の１０月の支持率は前月比１．６ポイント減の４９．４％、不支持率は同２．１ポイント増の３０．０％。
　自民党の総裁任期は、現在の「連続２期６年」から延長される方向。同調査では賛成論が３割にとどまった。自民党は「連続３期９年」と「期数制限撤廃」の２案に絞って検討を進めているが、有権者との意識のずれが鮮明になった格好だ。自民党支持層でも、現状のままが４７．１％、賛成論４８．２％と賛否が拮抗（きっこう）した。
　内閣を支持する理由（複数回答）は、多い順に「他に適当な人がいない」１９．６％、「リーダーシップがある」１４．８％、「首相を信頼する」１２．４％。支持しない理由（同）は、「期待が持てない」１４．５％、「政策が駄目」１２．７％、「首相を信頼できない」１０．９％の順だった。（時事通信2016/10/14-15:05）
２島先行、５割が容認＝ロシアとの北方領土交渉－時事世論調査
　時事通信が７～１０日に実施した世論調査で、ロシアとの北方領土交渉をめぐる解決策について尋ねたところ、「日ソ共同宣言で明記された２島先行返還を優先すべきだ」と答えた人が４９．８％に上った。安倍晋三首相は四島の日本への帰属確認については柔軟な姿勢で臨む構えで、調査はこうした首相の姿勢を容認する声が一定程度広がっていることを示した形だ。
　１９５６年の日ソ共同宣言は、歯舞群島と色丹島の扱いについて「平和条約締結後に引き渡す」と明記。宣言から６０年が経過した現在、調査結果は四島一括での返還に必ずしもこだわらない国民の意識を反映しているとも言えそうだ。
　ロシアとの北方領土交渉をめぐっては首相が解決に強い意欲を示している。首相はプーチン大統領と１１月にペルーで、１２月には地元の山口県長門市に招いて会談する。
　調査では、「国後島、択捉島を加えた四島の帰属問題の解決が先だ」との回答が３４．１％。「どちらとも言えない・分からない」は１６．１％だった。
　一方、原発の使用済み核燃料を再利用する核燃料サイクル政策の継続の是非については、「中止すべきだ」が５８．１％で、「継続すべきだ」は２９．７％となった。（時事通信2016/10/14-15:57）
月内に党憲法調査会開始＝公明
　公明党の井上義久幹事長は１４日の記者会見で、今月中に党憲法調査会を開き、党内議論を始める考えを明らかにした。井上氏は「まずは現行憲法についてきちっと検証し、何を『加憲』の対象にするか議論を深めていかなければならない」と述べた。（時事通信2016/10/14-12:57）
自民、改憲草案は「歴史文書」　柔軟姿勢で協議狙う

共同通信2016/10/14 19:23

　自民党は憲法改正論議を巡り「復古的」との批判がある2012年の党憲法改正草案を「その時点での歴史的な公式文書」と位置付けることで、国会での議論を前進させるよう民進党などに要請する方針だ。「その時点」「歴史」との言葉を使い、現在はこだわらないとの柔軟な姿勢を強調し、野党側との協議へ環境整備を図る狙いがある。ただ民進党が求める撤回には応じない。党関係者が14日、明らかにした。

　保岡興治・党改憲推進本部長が18日の同本部会合で「歴史的公式文書」とする考えを説明する予定だ。民進党は自民党草案の内容を検証するとしており、あくまで問題視する構え。

自民、改憲草案棚上げへ　公明・野党との協議狙う 
2016/10/15 1:30情報元日本経済新聞　電子版
　自民党は今国会での憲法改正論議に際し、2012年にまとめた党独自の改憲草案を事実上棚上げする方針を固めた。野党の「撤回」要求には応じないが、草案を「歴史的な公式文書」と位置づけるにとどめ、議論の場となる衆参両院の憲法審査会では持ち出さない。草案を議論のたたき台としない姿勢を示し、改憲論議に慎重な公明党や野党への呼び水にする狙いだ。
　党憲法改正推進本部の保岡興治本部長が18日の本部会合でこうした方…【続きあり】
憲法草案 　自民「歴史的文書」　条文一部、棚上げに余地
毎日新聞2016年10月14日　07時00分（最終更新　10月14日　07時00分）
　自民党は１３日、２０１２年にまとめた自民党憲法改正草案の取り扱いについて「その時点での歴史的な公式文書」と説明する方針を固めた。撤回はしないものの、保守色の強い条文の一部棚上げに余地を残す表現で、他党と柔軟に憲法改正協議に臨む姿勢を示す。 
　党憲法改正推進本部の幹部が１３日、党本部で１２年草案の扱いについて詰めの協議を行った。１８日の全体会合で、保岡興治本部長がこの方針を示すとみられる。 
　１２年草案は９条に国防軍を明記したほか、天皇を元首と位置付けており、公明党や野党からの批判がある。「公式文書」と明示して撤回しないことで党内保守派に配慮する一方、「歴史的文書」として絶対視しないことで、与野党協議を進めやすくしたい考えだ。 
　自民党は１２年草案より抑制的な０５年策定の新憲法草案も改憲論議のベースとする意向。推進本部の幹部は「０５年草案も同様に『歴史的な公式文書』と位置付けるのではないか」との見通しを示した。ただ、民進党はあくまでも草案の撤回を求めており、自民党による今回の方針を受け、衆院憲法審査会での審議に応じる可能性は現時点で低いとみられる。【飼手勇介】 
政府 南スーダンに派遣見通しの部隊 新任務付与の方向で検討
NHK10月15日 4時23分
[image: image2.jpg]\SE B ISR 1 S e
"N BER NSSSHATREN




政府は、南スーダンで国連のＰＫＯ＝平和維持活動にあたっている自衛隊について、来月、交代で派遣される見通しの部隊に、安全保障関連法に基づいて「駆け付け警護」などの新たな任務を付与する方向で検討を進めることになりました。
アフリカの南スーダンでは、自衛隊が国連のＰＫＯ＝平和維持活動にあたっていますが、来月、交代で派遣される見通しの部隊は、安全保障関連法に基づいて、武器を使って他国の部隊などを救援する「駆け付け警護」などの新たな任務が付与された場合に備えて訓練を行っています。
政府は、この部隊に新たな任務を付与するかどうか、１４日、ＮＳＣ＝国家安全保障会議の閣僚会合を開いて検討しました。この中で稲田防衛大臣は、先に南スーダンを訪れ、自衛隊の宿営地などを視察し、ＵＮＭＩＳＳ＝国連南スーダン派遣団の代表らと会談した結果、首都ジュバの治安状況は比較的落ち着いていたなどと報告しました。
そのうえで閣僚会合では、引き続き南スーダンでのＰＫＯに協力していく必要があるとして、今月末までとなっている自衛隊の派遣期間を延長したうえで、交代で派遣される部隊に「駆け付け警護」などの新たな任務を付与する方向で検討を進めることになりました。
政府は、稲田大臣が近く、部隊が行っている「駆け付け警護」などの訓練を視察したうえで、現地の治安状況などもぎりぎりまで見極めて、来月にも新たな任務の付与を最終的に判断することにしています。
南スーダンの暴力増加「非常に懸念」　国連派遣団が声明
朝日新聞デジタル三浦英之2016年10月14日00時04分
　南スーダンで国連平和維持活動（ＰＫＯ）を続ける国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）は１２日、ここ数週間で国内における暴力行為や武力衝突が増加していることについて、「非常に懸念している」との声明を発表した。
　声明では、同国北部で重火器を使った戦闘が起きたことや、首都ジュバに近い中央エクアトリア州の道路で民間人を乗せたトラックが襲われ、女性や子どもを含む市民２０人以上が殺害されたことに言及。現場への国連の立ち入りが拒否されたことを明かし、「非武装の市民への攻撃を明確に非難する」としている。
　一方、ジュバではここ数日、キール大統領の死亡説が流布され、混乱状態が続いている。ＡＦＰ通信によると、情報相は１２日、記者会見を開いて、死亡説を否定。キール氏自らも車でジュバ市内をめぐり、混乱の収束に躍起になっている。地元ジャーナリストは「市民の多くは政府が信じられなくなっており、死亡説の流布はその不信感が原因ではないか」とみている。
　南スーダンでは７月、キール大統領とマシャル副大統領（当時）の支持派が武力衝突し、今も混乱が続いている。（三浦英之）
日米ＡＣＳＡ改定案を閣議決定
　政府は１４日、自衛隊と米軍が相互に食料などを融通することを規定した日米物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）の改定案を閣議決定した。安全保障関連法の内容を反映し、対米支援を拡充する。今国会での承認を目指す。（時事通信2016/10/14-10:44）
日米物品協定、改定案を閣議決定　今国会承認めざす 
日経新聞2016/10/14 19:15
　政府は14日、自衛隊と米軍による物資融通を拡大する物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）の改定に関する承認案を閣議決定し、国会に提出した。昨年９月に成立した安全保障関連法の内容を反映させ、日本が直接攻撃を受けていない場合は禁じていた米軍への弾薬提供などを可能にする。今国会での承認をめざす。
産経新聞2016.10.14 12:05更新 
改定日米ＡＣＳＡ承認案を閣議決定／燃料や弾薬提供可能に
　政府は１４日の閣議で、安全保障関連法で可能になった自衛隊による米軍への後方支援の手続きを定めた、日米物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）改定に関する承認案を決定した。近く国会に提出し、今国会中の承認を目指す。
　稲田朋美防衛相は１４日の記者会見で「地域情勢が一層厳しさを増す中にあって日米同盟の抑止力、対処力をさらに強化する上で極めて意義のあるものだ」と説明。早期承認に向けて「全力を尽くしていきたい」と強調した。
　日米ＡＣＳＡは、自衛隊と米軍が燃料や弾薬などの物品や役務を融通する際の取り決め。改定ＡＣＳＡが承認されれば、安保関連法が新たに認めた弾薬の提供や発進準備中の軍用機に給油を行うができる。また、従来の「周辺事態法」で定められていた地理的範囲を撤廃した「重要影響事態」でも物資提供が可能となる。
自衛隊と米軍 弾薬など相互提供 新協定を閣議決定
NHK10月14日 9時40分
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政府は、１４日の閣議で、自衛隊の活動範囲を拡大した安全保障関連法の成立を受けて、自衛隊とアメリカ軍が、弾薬などを相互に提供するケースを広げた、新たな協定の承認を求める議案を決定しました。
日米両政府が締結している「物品役務相互提供協定」は、自衛隊とアメリカ軍が、食料や燃料などの物品や、輸送などの役務を相互に提供しあう手続きを定めた協定で、自衛隊の活動範囲を拡大した安全保障関連法の成立を受けて見直され、先月、日米両政府が署名しました。
協定では、集団的自衛権の行使が可能となる「存立危機事態」などが、新たに物品などの提供の対象に加えられたほか、日本が武力攻撃を受けた場合などに限られていた弾薬を提供できるケースが拡大されます。
政府は、日本の安全保障環境が厳しさを増す中で、日米同盟の抑止力を強化する観点からも重要な協定だとして、国会での早期承認を目指すことにしています。
中国機へのスクランブル、最多２０８回　７―９月
朝日新聞デジタル2016年10月14日22時57分
　防衛省統合幕僚監部は１４日、７～９月の航空自衛隊戦闘機による中国機への緊急発進（スクランブル）が２０８回で、前期より９回増えたと発表した。四半期ベースで３期続けて過去最多を記録した。
　中国軍の戦闘機とみられる２機が９月２５日、戦闘機としては初めて沖縄本島と宮古島の間を通り、東シナ海と太平洋を往復するなど、中国軍機の行動範囲は拡大が続いている。
　対ロシア機では、前期より２４回増えて１０２回。スクランブル全体では前期比３２回増の３１３回だった。
中国機への緊急発進、４０７回…今年度上半期

読売新聞2016年10月14日 22時28分

　防衛省は１４日、２０１６年度上半期（４～９月）に、航空自衛隊の戦闘機が中国機に緊急発進（スクランブル）した回数が４０７回に上り、国別の公表を始めた０１年度以降、最多となったと発表した。

　発表によると、中国機への緊急発進は前年度の上半期（２３１回）より１７６回増加した。同省は「航空機の近代化を進める中国軍が、情報収集活動をさらに強化している」とみている。

　ロシア機などを含む全体の回数も前年度上半期（３４３回）から大幅に増えて５９４回に上り、０１年度以降最も多くなった。

自衛隊機の緊急発進 ４月から半年間で過去最多に
NHK15日 4時19分
領空侵犯のおそれがある国籍不明機に対する、自衛隊機のスクランブル＝緊急発進は、ことし４月からの半年間で、この期間としては過去最多となる５９４回に上り、特に中国機への対応が大幅に増えています。
防衛省によりますと、航空自衛隊の戦闘機が行ったスクランブル＝緊急発進は、ことし４月から９月までの半年間で５９４回と、前の年の同じ時期に比べて２５１回、率にして７３％増え、半年間の統計を公表し始めた平成１５年度以降、過去最多になりました。
国や地域別では、中国が最も多く４０７回で、前の年に比べて１７６回、７６％増え、年間で初めて５００回を超えた昨年度を大きく上回るペースで推移しています。次いで多かったのがロシアで１８０回、台湾が５回などとなっています。
中国機への緊急発進は沖縄本島の北西や尖閣諸島の北側の東シナ海の上空に集中していて、先月２５日には戦闘機と見られる２機を含む軍用機８機が東シナ海から太平洋まで出て往復したのが確認されています。
防衛省は、中国が東シナ海上空での情報収集などの活動に加えて、今後、太平洋での訓練を活発化させる可能性もあると見て、動向の監視と分析を続けています。
オスプレイ、佐賀で試験飛行　知事の要請受け来月にも
朝日新聞デジタル相原亮 菅原普2016年10月14日09時27分

オスプレイ配備をめぐる動き
　佐賀空港（佐賀市）への自衛隊のオスプレイ配備計画をめぐり、防衛省は、米軍機による空港周辺の試験飛行を１１月にも実施する方向で米側と合意した。佐賀県の山口祥義知事の要請に応じ、計画を進めるねらいだ。地元では受け入れ機運が広がりつつあり、膠着（こうちゃく）していた配備計画が動き出す可能性が出てきた。
　複数の政府関係者が明らかにした。米軍所属の輸送機ＭＶ２２オスプレイが、佐賀空港に飛来する。
　オスプレイの佐賀配備は、防衛省の悲願だ。防衛省の計画では、米側から購入するオスプレイ１７機を２０１９年度以降、同空港に順次配備する。離島防衛を目的に新設する「水陸機動団」の拠点となる長崎県佐世保市に近いことなどから、「佐賀以外にない」（防衛政策に詳しい自民党中堅）としてきた。
　だが、１４年夏に受け入れを正…【続きあり】
産経新聞2016.10.14 12:00更新 
米軍オスプレイ、佐賀空港への移転検討　陸自機配備に向けた試験飛行も調整

着艦する米海兵隊のオスプレイ＝７月、鹿児島県西方沖 
　稲田朋美防衛相は１４日午前の記者会見で、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾＝ぎのわん＝市）に配備されている米海兵隊の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイの訓練移転について、佐賀空港を候補地として検討している考えを明らかにした。佐賀空港は米軍機とは別に陸上自衛隊がオスプレイ配備を計画しており、１１月にも試験飛行を行う方向で調整している。
　会見で稲田氏は「沖縄の負担を全国で分かち合うという観点から全国の他の空港と同様、佐賀空港の利用も考慮したい」と説明した。米軍機の訓練移転をめぐっては、中谷元（げん）前防衛相が佐賀空港への要請を撤回していた。
　一方、陸自オスプレイの配備に向けた試験飛行に関しては、９月２１日に佐賀県の山口祥義知事から要請を受けていた経緯を説明した。ただ、陸自内でオスプレイの運用態勢は整っていない。そのため「現在、デモフライトを実施できるよう米側と調整中だ」と述べた。
海外任務対応の輸送機、１０か国の軍司令官視察

読売新聞2016年10月14日 15時03分



ＸＣ２を視察する各国の空軍幹部ら（１３日、空自入間基地で）＝中谷和義撮影

　航空自衛隊が今年度中の配備を目指し、岐阜基地（岐阜県各務原市）で運用試験中の次期国産大型輸送機「ＸＣ２」が埼玉県の空自入間基地に飛来し、１３日、米国やフィリピン、インドネシアなど１０か国の空軍司令官らが視察した。

　ＸＣ２はＣ１輸送機の後継機。全長４３・９メートル、全幅４４・４メートル。自衛隊の海外任務に対応するため、最長航続距離は地球を４分の１周できる約１万キロ、最大搭載量は３０トン超で、Ｃ１の４倍。今年度中にも美保基地（鳥取県）に第１陣が配備される。入間基地配備は２０１９年度の見通し。

　この日は米太平洋空軍司令官らが約１時間飛行を体験。航空幕僚監部広報室は「実際に見てもらうことで、防衛協力の推進と信頼醸成につなげる」としている。

空自の次期戦闘機、三菱重工と共同開発案　ロッキードＣＥＯ 
2016/10/15 2:00情報元日本経済新聞　電子版
　都内で開催中の「国際航空宇宙展」に参加するため来日した米ロッキード・マーチンのマリリン・ヒューソン社長兼最高経営責任者（ＣＥＯ）は、日本経済新聞の取材に応じた。航空自衛隊が調達を検討する戦闘機Ｆ２の後継機について「パートナーの三菱重工業とともに防衛省の（Ｆ２後継機に関する）情報提供の要請に応じた」と話した。共同開発を念頭に置いた発言とみられる。
　Ｆ２後継機については、米ボーイングも三菱重工との共…【続きあり】
ソマリア沖海自艦縮小、北・中国警戒に活用

読売新聞2016年10月14日 22時51分

　政府は１４日、アフリカ・ソマリア沖のアデン湾で海賊対処活動に従事している海上自衛隊の護衛艦の態勢を２隻から１隻に縮小する方針を固めた。

　複数の政府関係者が明らかにした。海賊事案の減少を受けた措置で、減らした１隻を北朝鮮や中国への警戒監視活動で活用する考え。１１月にも態勢変更を閣議決定する。

　海自は２００９年３月から護衛艦２隻とＰ３Ｃ哨戒機２機をアデン湾に派遣し、各国の部隊とともに警戒にあたってきた。海賊事案は、ピーク時には年間２００件以上発生していたが、１５年にはゼロとなり、今年も６月までで１件にとどまっている。【続きあり】
ソマリア沖の海自艦艇を減らし 北朝鮮の警戒任務など強化へ
NHK10月14日 12時55分
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防衛省は、アフリカ・ソマリア沖で海賊の事件が減っていることから民間船の護衛などのため現地に派遣している海上自衛隊の艦艇を２隻から１隻に減らし、その分、北朝鮮の警戒任務などの態勢を強化する方向で最終的な調整を進めていることがわかりました。
防衛省は、７年前の平成２１年からソマリア沖での海賊対策として、海上自衛隊の護衛艦や哨戒機を派遣し、各国の部隊とともに商船の護衛などに当たっています。
防衛省によりますと、海賊の事件はピーク時の平成２３年には年間で２３７件に上りましたが、その後、徐々に減り続け、ことしは６月までの半年間で１件となっていて、海上自衛隊の艦艇は定期的な監視任務を続けている状況です。
一方、国内の部隊は、北朝鮮が弾道ミサイルの発射を繰り返していることや、中国軍が活動を活発化させていることから、日本海や東シナ海で常時、監視を続けるなど、任務が増加しています。
こうした状況を踏まえて、防衛省は、ソマリア沖に派遣している海上自衛隊の艦艇を２隻から１隻に減らし、その分、日本周辺での警戒監視活動の態勢を強化する方向で最終的な調整を進めていることがわかりました。
防衛省は、年内にも実施したいとしていて、その後は残る護衛艦１隻と哨戒機２機の態勢で海賊の事件が再び増加しないよう対応を続けることにしています。
産経新聞2016.10.14 23:43更新 
【朝鮮半島情勢】米原子力空母ロナルド・レーガンが黄海に展開　北に反撃能力を誇示

米韓合同演習のため韓国の西南海域に展開中の米原子力空母ロナルド・レーガンで報道公開された、艦載機による離着艦訓練＝１４日（共同） 
　在韓米軍は１４日、合同演習「不屈の意志」のため韓国周辺海域に展開している米海軍横須賀基地（神奈川県横須賀市）配備の原子力空母ロナルド・レーガンが黄海上で行った艦載機による離着艦訓練を共同通信など一部報道陣に公開、同空母が黄海上に展開したことを認めた。
　艦上では多数の艦載機が次々と離着艦。今年２回の核実験を強行した北朝鮮に対する反撃能力を誇示した。今月１０～１５日の今回の演習中、ロナルド・レーガンの黄海入りが確認されたのは初めて。中国も反発するとみられる。
　ソウル南方の米空軍烏山基地から輸送機で約１時間、報道陣は晴天の黄海上に浮かぶロナルド・レーガンの艦上に到着した。黄海上の詳しい場所は示されなかった。上空では多くの戦闘機が、編隊を組み旋回していた。
　艦上ではＦＡ１８戦闘攻撃機やＥ２Ｃ早期警戒機などが、ごう音と共に飛び立っていった。（共同）
最新鋭のステルス駆逐艦「ズムワルト」 米軍が初公開
NHK10月14日 14時03分
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アメリカ海軍は、レーダーに映りにくいステルス性能を備えた最新鋭の駆逐艦、「ズムワルト」級の１隻目の艦艇を、ＮＨＫなど一部メディアに初めて公開し、アジア重視の戦略のもと、アジア太平洋地域に展開させ、この地域での抑止力を高める狙いです。
[image: image10.jpg]



公開されたのは、アメリカ海軍の最新鋭の駆逐艦、「ズムワルト」級で初めて完成した１隻目の艦艇「ズムワルト」です。今月１５日の就役を前に１３日、メリーランド州ボルティモアでＮＨＫなど一部メディアに初めて公開されました。
「ズムワルト」は全長およそ１８５メートル、排水量１万５０００トン余りで、レーダーに映りにくいステルス性能を備えているのが特徴です。電波の反射をそらすため、船体の形が一般的な艦艇とは異なり、三角形に近い特殊な形状をしています。
また、船体の側面からはアンテナなどの構造物がほぼ取り払われ、甲板にある主砲も船体内部に格納できる仕組みになっています。
「ズムワルト」のカーク艦長は「世界中であらゆる任務に対応できる生存性の高い駆逐艦だ」と述べ、性能の高さを強調しました。
アメリカ軍は、アジア重視の戦略のもと、最新の装備をアジア太平洋地域に配備する計画を進めています。「ズムワルト」もカリフォルニア州のサンディエゴを拠点にアジア太平洋に展開して活動するということで、国防総省は、この地域の抑止力を高めることにつながるとしています。
稲田防衛相「靖国参拝するかしないかは心の問題」
朝日新聞デジタル2016年10月14日11時22分

稲田朋美防衛相
■稲田朋美防衛相
　（１７日から始まる靖国神社の秋季例大祭について）参拝をするかしないかは心の問題と思っているので、行くか行かないかということは、言うべきではないと思っているし、安倍内閣の一員として適切に判断をして行動をしていきたいと思っている。
　（閣僚の参拝をめぐる中国や韓国の反発について）心の問題なので、いかなる国であっても、いかなる歴史観を持とうとも、自分の国のために命を捧げた方々に追悼の意を表するということは、私は国民の心の問題であると考えている。（閣議後の記者会見で）
稲田防衛相 　矛盾突かれ答弁で涙…専門家「ボロが出た」
毎日新聞2016年10月14日　23時47分（最終更新　10月15日　07時54分）
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野党が問題視する稲田氏発言
質問の辻元氏「うろたえる大臣……国益を損ねている」 
　８月に入閣した稲田朋美防衛相を巡り、開会中の国会で、過去の発言と防衛省トップとしての言動の食い違いがクローズアップされている。発言の矛盾を問われ、答弁で涙ぐむ場面もあった。安全保障法制のもと、自衛隊は駆け付け警護など新たな活動領域に踏み込む。それを指揮するトップに不安の声が上がっている。【遠藤拓、三股智子】 
　野党は稲田氏に対し、９月３０日の衆院予算委員会での辻元清美氏（民進党）による質問を皮切りに、日米安保や日本の核武装、尖閣諸島問題などを巡る過去の言葉を引用し、防衛相としての見解を繰り返しただしてきた。そのたびに稲田氏は政府の公式見解を述べ、過去の発言の修正に追われる印象を与えてきた。 
　「こうした人物に我が子を預ける親は、私に限らず不安だろう」。陸上自衛官の次男を持つ北海道千歳市の５０代の女性は懸念を口にした。「自衛隊などについて防衛相になる前からさまざまな発言をしていたが、言うことがくるっと変わった。南スーダンの訪問予定も体調を理由にキャンセルし、批判されれば慌てて訪問する印象だ」と話した。 
　専門家はどう見るのか。 
　軍事評論家の前田哲男さんは「資質もないのに大臣となり、ボロが出たのだろう」と厳しく指摘した。「防衛相には憲法と日米安保体制に折り合いを付ける覚悟と見識が求められる。稲田氏は、そのどちらも持ち合わせていないようだ。そこが野党側に狙われた」と分析する。 
　一方、坂元一哉・大阪大大学院教授（国際政治学）は「日本独自の核保有を巡る発言は稲田氏が大臣になる前の発言だ。ここまで問題にするのはいかがなものか」と野党側の姿勢に疑問を呈し、「大臣になって間もない時期であり、まずは職務に専念してほしいと思う」と話した。 
　稲田氏が涙を浮かべたのは９月３０日。辻元氏が８月１５日（終戦の日）の全国戦没者追悼式を欠席した理由をただした時だ。稲田氏は海賊対処で自衛隊の駐留するアフリカ・ジブチを訪問中だった。 
　辻元氏は「涙を浮かべ、震えていた。矛盾を突かれ、答弁しようがなかったのだろう。うろたえる防衛大臣を世界各国はどう思うか。国益を損ねている」と指摘する。 
　一方、菅義偉官房長官は記者会見で「高い緊張感をもって職務を果たしている」と擁護した。 
テロリスト画像と瞬時に照合　17日から入国審査に導入 
日経新聞2016/10/14 10:50
　法務省は14日、外国人の入国審査時に撮影する顔写真を、同省が保有するテロリストの顔画像データと瞬時に照合するシステムを17日から全国156の空港や港で導入すると発表した。2020年の東京五輪・パラリンピックに備えたテロ防止策の一環。
　画像データは国内外の関係機関から入手する。システム照合で合致し、専門職員の分析でも同じ顔だと判断した外国人については、事情を聞いたうえで必要なら強制退去の手続きを取る。
顔写真照合でテロリストの入国阻止 週明けから導入
NHK10月14日 16時39分
法務省は、テロリストなどの入国を防ごうと、外国人の入国審査の際に撮影した顔写真と、テロリストなどの写真を自動的に照合する新たな仕組みを、週明けから導入することになりました。
日本人７人が犠牲になった、ことし７月のバングラデシュの人質事件など、海外で日本人も犠牲になるテロ事件が起きるなか、政府は、国内でテロが起きるのを未然に防ごうと、水際での対策の強化を進めています。
法務省入国管理局は、こうした対策の一環として、外国人の入国審査の際に撮影した顔写真と、海外の関係機関などから集めたテロリストの写真を自動的に照合し、一致点が多い場合には専門的な知識を持った職員が立ち会って同一人物かどうか判定する仕組みを、来週１７日から各地の空港や港で導入することになりました。
法務省によりますと、これまでの入国審査では、主に名前と指紋について、テロリストとの照合作業を行ってきましたが、偽名の場合は分からないうえ、テロリストなどの指紋を集めるのは困難なため、新たに顔写真で照合する仕組みを導入することで実効性を高めたい考えです。
石原担当相、ＴＰＰ「早期批准目指す」＝衆院特別委で審議入り


環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案と関連法案が審議入りした衆院ＴＰＰ特別委員会で答弁する石原伸晃ＴＰＰ担当相（中央右）＝１４日午前、国会内
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案と国内対策を盛り込んだ関連法案は１４日午前、衆院特別委員会で審議入りした。石原伸晃ＴＰＰ担当相は「新たな成長が期待できる。早期批准を目指すわが国の立場は変わらない」と述べ、今国会で協定案承認・法案成立を期す考えを示した。自民党の武部新氏への答弁。
　石原氏は「ＴＰＰが生み出す効果を一日も早く実現するためにも、わが国が率先して動くことで米国を引っ張り、早期発効の機運を高めていく」と強調。同時に、米国をはじめとする交渉参加国との再交渉には応じない考えを示した。（時事通信2016/10/14-12:27）
TPP承認案が衆院で審議入り　野党、強行採決に警戒感

共同通信2016/10/14 10:58
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衆院TPP特別委で答弁する石原TPP相＝14日午前　日米など参加12カ国が巨大経済圏を目指す環太平洋連携協定（TPP）の承認案と関連法案が14日午前、衆院TPP特別委員会で審議入りした。今臨時国会の最大の焦点で、安倍政権は成長戦略の柱と位置付けている。政府、与党は月内に衆院を通過させ、11月30日までの会期内の承認を目指すが、反対姿勢を崩さない野党の民進党などは拙速な審議や強行採決への警戒感を強めている。

　この日の特別委では、協定の承認案と法案の趣旨説明については先の通常国会からの継続案件として省略し、与党自民党の質疑から審議を開始した。

ＴＰＰ承認、衆院委で審議入り　石原氏「米国引っ張る」
朝日新聞デジタル2016年10月14日12時54分
　日本や米国など１２カ国が参加する環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案が１４日、衆院特別委員会で審議入りした。石原伸晃ＴＰＰ担当相は「（ＴＰＰを）一日も早く実現していくためにも、我が国が率先して動いて米国を引っ張り、早期発効の機運を高めていくことが重要だ」と述べた。自民党の武部新氏の質問に答えた。
　ＴＰＰには米大統領選候補のクリントン氏、トランプ氏がいずれも反対を表明している。石原氏は「米大統領選を見ても、いろんなところで保護主義や反グローバリズムの機運が出ているが、日本の戦後復興は自由貿易のもとで確立してきた」とし、「米国から再交渉を求められても、全く応じる考えはない」と強調した。政府・与党は、１１月８日の米大統領選までにＴＰＰの承認案と関連法案を衆院で通過させ、オバマ政権の任期が残るうちに米国の批准を後押ししたい考えだ。
ＴＰＰ承認案審議入り…政府、会期中成立目指す

読売新聞2016年10月14日 14時44分

　臨時国会最大の焦点とされる環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案は１４日午前の衆院特別委員会で審議入りした。

　政府・与党は１１月３０日までの会期中の協定承認と関連法成立に向け、月内の衆院通過を目指している。

　１４日の特別委では与党による質疑が行われた。石原ＴＰＰ相は「巨大市場を作って一つの経済圏を構築する。日本にとって新たな成長が期待できる」とＴＰＰの意義を改めて強調した。

　野党は首相が出席する１７日の特別委員会から質問に立つ。承認案・関連法案は先の通常国会でも約２３時間審議されたが、交渉記録の公開が不十分と民進党などが激しく反発したため、政府・与党が成立を見送った経緯がある。

　政府・与党は「米国に（承認の）努力を続けてもらうためにも日本が国内手続きを前進させることが不可欠」（安倍首相）としている。

ＴＰＰ「月内採決」で攻防＝野党は徹底審議要求
　今国会最大の焦点である環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案の審議が１４日始まった。会期末の１１月３０日までの承認を確実にするため、政府・与党が月内の衆院通過を目指しているのに対し、野党は徹底審議を求めて阻止する構え。週明け以降、双方の攻防が本格化しそうだ。
　石原伸晃ＴＰＰ担当相は１４日の衆院特別委員会で「今国会での早期成立を、国民の理解を得た上で進めたい」と述べた。安倍晋三首相は同日は出席せず、与党のみが質疑。与野党は１７、１８両日に、首相も出席して計１０時間の質疑を行うことで合意している。
　これ以降の日程について、与党は参考人質疑を来週中に行った上で、２４日の週に採決の前提となる地方・中央公聴会をそれぞれ開催する段取りを描いている。与党は審議時間の目安を４０時間と想定。先の通常国会での約２３時間分と合わせ、公聴会を終えた段階でこれを上回ると見込んでおり、与党理事は「採決の環境が整う」と話す。
　これに対し、野党は売買同時契約（ＳＢＳ）方式の下で安い輸入米が流通して国産米価格に影響を与えたとされる問題を取り上げ、従来の政府の説明と矛盾すると追及。農林水産省による調査結果の詳細を公表するよう要求している。同省は１４日の特別委理事会で取引業者への質問項目を示したが、野党理事は「足りない」と一蹴した。（時事通信2016/10/14-19:37）
ＴＰＰ審議入り「米の承認後押し」　発効へ情勢厳しく 
2016/10/15 1:07情報元日本経済新聞　電子版
　環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案の審議が14日、衆院特別委員会で始まった。発効には域内の国内総生産（ＧＤＰ）の約８割を占める日米の承認がカギを握る。米国は民主、共和両党の大統領選候補が反対姿勢を示しており、オバマ米大統領の任期中の来年１月までの議会承認をめざす。日米の承認が遅れれば、他の参加国にも影響しかねない。
　ＴＰＰは日米を含む参加12カ国すべてが今年２月の署名から２年以内に…【続きあり】
産経新聞2016.10.14 22:35更新 
【衆院ＴＰＰ特別委員会】承認案が審議入り　石原伸晃氏「２１世紀型の貿易ルール、一日も早く実現へ」　政府・与党、月内の衆院通過を目指す

衆院ＴＰＰ特別委員会で答弁する石原伸晃ＴＰＰ担当相＝１４日午前、衆院第１委員室（斎藤良雄撮影） 
　安倍晋三政権が今国会の最重要案件としている環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案が１４日、衆院ＴＰＰ特別委員会で審議入りした。日米など参加１２カ国が巨大経済圏を目指す内容。政府・与党はアベノミクス推進の起爆剤と位置づけており、今月中に衆院を通過させ、１１月３０日の会期末までの成立を目指す。
　石原伸晃ＴＰＰ担当相は１４日の特別委で「２１世紀型の貿易ルールを作る。一日も早く実現するため、わが国が率先して早期発効の機運を高めていくことが重要だ」と強調した。この日は与党のみが質問。１７、１８両日の特別委には首相が出席し、与野党の論戦が本格化する。
　承認案などは先の通常国会で審議入りしたが、民進党などは政府の交渉過程の情報開示が不十分だとして反発し、継続審議となっていた。
ＴＰＰの国会承認議案 審議始まる 今国会で承認目指す
NHK10月14日 11時57分
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今の国会の焦点となっているＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案は、１４日から衆議院の特別委員会で審議が始まり、石原経済再生担当大臣は、日本が率先して手続きを進めることで、協定の早期発効に向けた機運を高めたいとして、今の国会での承認を目指す考えを強調しました。
ＴＰＰ協定の国会承認を求める議案と協定発効後の農家への支援策などを盛り込んだ関連法案は、衆議院の特別委員会で自民党と公明党による質疑が行われました。
この中で、自民党の武部新・衆議院議員は「アメリカの２人の大統領候補が反対して協定締結が不透明な中、日本が手続きを進める必要性をどう考えるか」と質問しました。
これに対し、石原経済再生担当大臣は「ＴＰＰ協定は世界のＧＤＰ＝国内総生産のおよそ４割、８億人の巨大市場と、新たな２１世紀型の貿易ルールを作るもので、日本にとっては市場を活用することで新たな成長が期待できる。協定が生み出す効果を一日も早く実現するためにも、日本が率先して動くことで早期発効の機運を高めていくことが非常に重要だ」と述べ、今の国会での承認を目指す考えを強調しました。
また、石原大臣は「中国の海洋進出も大きな摩擦を生み出している時、自由、民主主義、基本的人権、法治主義という共通の価値観を持つ１２か国が集う戦略的な意義がある」と述べました。
さらに、石原大臣は、協定の再交渉の可能性を問われたのに対し、「仮にアメリカから再交渉を求められても、全く応じる考えはない」と述べました。
一方、岸田外務大臣は、民進党などが求めている交渉過程の情報の開示について、「交渉のやりとりを明らかにすることは信頼関係のもとに控えるのが一般的な考え方であり、常識だ」と述べました。
自民 二階幹事長「承認に党一丸で努力」
自民党の二階幹事長は記者会見で、「ＴＰＰは今の国会の最重要案件だ。ほかの政党からも、一緒になって頑張ろうという激励をちょうだいしており、早期承認に期待の声が高い。充実した審議を行い、いまの国会で承認を得られるよう党一丸で努力を傾けていく」と述べました。
自民 高村副総裁「審議入りできてよかった」
自民党の高村副総裁は党の役員連絡会で「きょう審議入りできてよかった。ＴＰＰをめぐる外交交渉の結果が、国益に資するのか、国益を害するのか、また、痛みを伴うことがあるとすれば、それに対する対策ができているのか、できていないのかも、しっかり審議してほしい。交渉経緯は、秘密を保持する義務があるので、野党の方も、それにこだわって国際的ひんしゅくを買わないようにしてほしい」と述べました。
公明 井上幹事長「今月中の衆院通過が目安」
公明党の井上幹事長は記者会見で、「本格的な人口減少社会に入った日本としては、海外の成長を取り込めるＴＰＰは成長の大きな柱になる。通常国会で行われた２３時間の審議を踏まえた、中身のある議論をやってもらいたい。この国会での承認を考えると、今月中の衆議院の通過が１つの目安になる」と述べました。
民主 江田代表代行「国益満たすか徹底検証を」
民進党の江田代表代行は、記者会見で、「自由貿易と自由投資を推進する立場だが、ＴＰＰ協定が日本の国益を満たすものなのか、徹底的に検証しなければならない。政府の情報公開が不足しているので、国民の関心が高い『食の安全』などについても、国会審議で追及していきたい」と述べました。
政府、新たな成長見込む　ＴＰＰ承認案が審議入り

東京新聞2016年10月14日 夕刊

 　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案が十四日午前、衆院ＴＰＰ特別委員会で審議入りした。ＴＰＰを成長戦略の柱に位置付ける与党は改めて協定の意義を強調し、月内の衆院通過を目指すが、民進党など野党四党は反対している。交渉過程の情報開示が不十分な点や、食の安全など生活に関わる不安を解消できるかが、審議で問われる。

　十四日は安倍晋三首相は出席せず、自民、公明両党が協定の意義などについて質疑。ＴＰＰ担当の石原伸晃経済再生担当相は「世界のＧＤＰの四割を占める巨大市場で二十一世紀型の新たなルールを作り、経済圏を構築する。日本でも新たな成長が期待される」と改めて利点を強調した。北朝鮮のミサイル発射や中国の海洋進出を背景に「自由と民主主義と基本的人権と法治主義の土台を共有する国が環太平洋に集まる戦略的な意義もある」と安全保障面での効果にも触れた。

　大統領選が行われている米国で民主、共和両党の大統領候補者がＴＰＰに反対していることについて、石原氏は「日本が率先して批准し、早期発効の機運を高める。米国から再交渉を求められても応じるつもりはない」と述べた。

　交渉過程の情報開示については岸田文雄外相が「お互いの信頼関係の下に控えるというのが条約協定における常識」として応じない考えを改めて示した。

　十七、十八日には安倍首相が出席し、各党が質疑を行う。

　民進党は国が管理する輸入米の売買同時入札（ＳＢＳ）制度で業者間の不透明な取引が発覚した問題を追及する構え。ＴＰＰ交渉に深く関わった甘利明・前経済再生担当相の参考人招致も求める。

　先の通常国会では、政府が交渉過程について黒塗りした文書を特別委に提示しながら、当時の西川公也特別委員長が交渉の内幕本を執筆していたことに野党側が反発。審議が空転し継続審議となっていた。

産経新聞2016.10.14 22:37更新 
【衆院ＴＰＰ特別委員会】安倍晋三首相「早期承認で発効に弾みを！」　オバマ大統領後押しへ与党も結束
　安倍晋三政権が環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）承認案と関連法案の成立を急ぐのは、国内手続きが一向に進まない米国に早期批准を促したいからだ。
　「他国に先駆けてＴＰＰを承認し、早期発効に弾みをつける。自由貿易のもとで経済発展を遂げたわが国の使命だ。この国会でやり遂げなければならない」
　首相は７日のＴＰＰ関係閣僚会議でこう強調し、並々ならぬ意欲を示した。ＴＰＰ発効には米国の批准が必須で、オバマ大統領は米議会に承認を促しているが、反対論が多く見通しは立たない。しかも１１月８日の米大統領選の候補２人は合意内容に反対している。
　各国の利害が複雑に絡み合う中、農業関係者らの反発を抑えて合意に達した承認案は「ガラス細工でできている」（甘利明前ＴＰＰ担当相）。そのため首相は新米大統領らに再交渉を求められても「応じる考えは全くない」と繰り返し訴えてきた。米大統領選までに少なくとも衆院通過の実績を作ることが来年１月までのオバマ政権での承認を後押しすると確信しているからだ。
　そもそも官邸は６月１日閉会の通常国会での承認を目指していた。だが、政府の情報開示が不十分と野党が批判する中、当時の西川公也委員長による交渉の内幕を描いた著書の出版計画が発覚。参院自民党幹部は７月の参院選への影響を恐れ「『強行採決』と批判される運営はやめてほしい」と求め、官邸も臨時国会への先送りを受け入れた。
　こうした経緯があるだけに、与党にとって今国会成立は譲れない。野党は１７日以降の審議入りを主張したが、与党は突っぱねた。民進党は反対の姿勢を崩していないが、自民党は推進で一致する日本維新の会とも連携して審議を着実に進める考えだ。（田中一世）
公明幹事長、ＴＰＰ承認案の衆院通過「10月中が目安」 
日経新聞2016/10/14 19:00
公明党の井上義久幹事長は14日の記者会見で、同日審議入りした環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案について「10月中の衆院通過がひとつの目安になる」との認識を示した。先の通常国会での委員会審議が23時間だったのをふまえ「より充実した議論をして、国民の理解を深めていきたい。今国会での成立を期したい」と語った。
産経新聞2016.10.14 21:52更新 
【ＴＰＰ】米国内で渦巻く反感　「史上最悪」と酷評するトランプ氏勝てば「棚上げ」　クリントン氏勝利ならば「再交渉」

共和党の大統領候補、ドナルド・トランプ氏の支持者に向かって演説する前ニューヨーク市長のルディー・ジュリアーニ氏＝１３日、オハイオ州シンシナティ（ロイター） 
　【ワシントン＝小雲規生】１１月の米大統領選に向けてＴＰＰへの反感が渦巻くなか、米国では来年１月発足の次期政権の意向にも注目が集まる。民主党のクリントン候補が大統領選で勝利すれば「再交渉」でのＴＰＰ実現というシナリオが描けるが、共和党のトランプ候補の勝利なら「棚上げ」との見立てが多い。
　「クリントン氏はＴＰＰを支持しているが、米国民に嘘をついている」
　トランプ陣営は１３日、クリントン陣営から流出した電子メールの内容を基に、「二枚舌」を批判する声明を発表した。メールは２０１５年３月２５日付で、クリントン氏のスピーチライターは「最終的にはＴＰＰを支持すると想定して草稿を書いた」としていた。
　クリントン氏は同年１０月、ＴＰＰの大筋合意内容に反対を表明し、今年８月にもその姿勢を強硬に示した。しかし、通商筋からも「本音ではＴＰＰ賛成。大統領になれば何らかの再交渉に入る」との声が出る。
　一方、トランプ氏が次期大統領になった場合、ＴＰＰ実現の道は大きく遠のくとの見方が大勢だ。トランプ氏は合意内容について「史上最悪」との酷評を繰り返しているからだ。
　ただし、オバマ氏の任期終了までに議会がＴＰＰを批准する筋道も残っている。オバマ氏は９月１６日にも超党派の政財界の要人をホワイトハウスに招待して支持を働きかけるなど、実現を諦めたわけではない。
　一方、米上下両院で多数派を握る共和党の指導部は、現段階ではＴＰＰ批准に及び腰だ。マコネル上院院内総務は９月、批准に動くことについて「政治的な毒性が強すぎる」と述べた。しかし、共和党は伝統的に自由貿易支持の立場で、反ＴＰＰ派の議員からは「マコネル氏が本心を明かしている保証はない」との警戒感も出ている。
消費増税の再延期法案、１８日審議入り　与野党が合意
朝日新聞デジタル2016年10月14日12時04分
　与野党は１４日午前の衆院議院運営委員会で、消費税率１０％への引き上げを２０１７年４月から１９年１０月に再延期するための関連法案について、１８日の衆院本会議で審議入りさせることで合意した。
消費税率引き上げ延期法案 １８日審議入りで与野党合意
NHK10月14日 13時40分
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衆議院議院運営委員会の理事会が開かれ、消費税率を１０％に引き上げる時期を来年４月から２年半延期することなどを盛りこんだ法案について、来週１８日に衆議院本会議を開いて審議入りすることで与野党が合意しました。
１４日の衆議院議院運営委員会の理事会は、政府が先月衆議院に提出した消費税率を１０％に引き上げる時期を来年４月から平成３１年１０月に２年半延期することなどを盛り込んだ法案の取り扱いを協議しました。
この中で、与党側は「今の国会で法案の成立を図るために速やかに審議を始めたい」として、来週１８日に衆議院本会議を開いて審議に入ることを提案しました。
これに対し、共産党が「重要な法案であり、安倍総理大臣の本会議への出席を求めるべきだ」と述べたものの、最終的に来週１８日の衆議院本会議で、麻生副総理兼財務大臣と高市総務大臣に出席を求めて法案の趣旨説明と質疑を行い、審議入りすることで与野党が合意しました。
しんぶん赤旗2016年10月15日(土)

米山氏勝利で「県民の旗」立てよう　新潟知事選　４野党代表が結束し訴え　大激戦のまま　あす投票

　市民と野党の統一候補・米山隆一氏が、安倍政権と電力業界の全面後押しをうける与党候補を猛追し、大激戦となっている新潟県知事選は明日（１６日）投票日を迎えます。「福島原発事故の収束・検証なしに柏崎刈羽原発の再稼働は許されない」と訴える米山氏への支援の輪は、野党支持者から保守派まで急速に広がり、県民的大義に基づくたたかいになっています。１４日、ＪＲ長岡駅前では米山候補の必勝をと日本共産党の小池晃書記局長をはじめ、自由党（旧生活の党）、社民党の代表らによる合同街宣が行われ、｢自主投票｣の民進党からも江田憲司代表代行が応援に駆けつけました。沿道から「勝つぞ」「がんばれ」の熱い声援が途切れることなく続き、米山勝利を期す市民の熱気につつまれました。また、新潟市内で開かれた緊急市民大集会では、蓮舫民進党代表があいさつに立ち、広範な市民と４野党の共闘体制が名実ともに構築されました。
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（写真）米山候補（左から２人目）の必勝を訴える（右から）江田、吉田、小池、森、（１人おいて）木戸口の各氏＝14日、新潟県長岡市
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（写真）米山候補の訴えを聞く聴衆ら＝14日、新潟市中央区


　長岡駅前での演説で米山候補は、「今ほど、みなさんの思いをかなえたい、子どもたちの未来を守りたいと思ったことはない」と力強く表明。「国に対し、原発再稼働を止める力を私に託してください。勝たせてください」と力をこめました。

　小池氏は、「横一線、勝利まであと一歩だ」と強調。与党候補の陣営が、米山候補を勝たせれば“県庁に赤旗が立つ”などという中傷ビラをまいていることを批判し、「追い詰められてこんなことしか言えなくなっている。市民と野党の共闘の勝利で立つのは、県民の旗だ」と訴えると、聴衆は「そうだ」と大きな歓声でこたえました。

　自由党からは、７月の参院選で岩手選挙区の野党統一候補として勝利した木戸口英司参院議員が「新潟県民の決断を岩手県民も注視している。必ず勝利を」と表明。社民党の吉田忠智党首は、「権力とカネに屈しない県民の良識を示そう」と連帯を表明しました。

　民進党の江田代表代行がマイクを握ると聴衆からは｢ありがとう｣の声が飛びました。江田氏は「脱原発を進める､そののろしを､新潟県民の思いとして全国に発信しよう」と訴えました。

泉田知事がメッセージ

　ＪＲ長岡駅前での合同街宣、新潟市内での市民大集会では、泉田裕彦新潟県知事のメッセージが紹介されました。

◇
　米山さん、スピーディ活用問題、東京電力の組織体質、放射性汚泥等に関する東京電力の事故責任、以上に関する私からの３つの質問に対する回答ありがとうございました。

　これまでの方針通り、県民の皆さまに向き合っていただけるものと確認できました。

　頑張ってください。

しんぶん赤旗2016年10月15日(土)

米山候補勝利へ市民集会　新潟知事選　民進・蓮舫代表も訴え
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（写真）声援に応える（左から）米山、蓮舫、森の各氏＝14日、新潟市


　新潟県知事選（１６日投票）の最終盤、「新潟に新しいリーダーを誕生させる市民の会」は１４日夜、新潟市万代シティの街頭で緊急市民集会を開きました。米山隆一候補を何としても勝利させようと、大勢の市民が集まり、民進党の蓮舫代表、日本共産党の笠井亮衆院議員ら野党各党国会議員、知識人も応援に駆けつけました。

　同会の佐々木寛共同代表は「知事選は原発再稼働が最大の争点。無党派と普通の市民が立ち上がる選挙になっている」と強調しました。

　米山候補は「国から再稼働を認めるか認めないかと問われたら、はっきり『認めない』と言う」と訴えると、聴衆から大きな拍手が湧き起こりました。

　蓮舫氏は「この場に立って何としても応援したいと思って来ました。県民の命と安全を守る政治、ママたちの声を受けとめ、同じ母親として子どもたちの未来を守るため、一緒になって頑張っていきたい」と訴えました。

　笠井議員は「原発再稼働をストップさせ、新潟から新しい政治を起こそう」と呼びかけました。

　民進党の阿部知子、小熊慎司両衆院議員、自由党の山本太郎参院議員も応援に立ちました。ほかに河合弘之弁護士、佐高信氏（評論家）、五十嵐暁郎・立教大学名誉教授や市民ら十数人がトークしました。森裕子選対本部長は「横一線まで追い上げた。原発再稼働を止めるために、米山候補を勝たせてください」と力を込めて訴えました。

蓮舫氏が野党候補応援＝自主投票方針を事実上転換－新潟知事選
　民進党の蓮舫代表は１４日、新潟市内で街頭演説し、新潟県知事選（１６日投開票）に出馬した共産党など３野党推薦候補への支持を訴えた。民進党は自主投票を決めていたが、野党共闘の枠組みを重視し、事実上方針を転換した。唐突な動きに党内では反発の声も出ている。
　蓮舫氏は演説で「横暴な政治に堂々とあらがう人を新潟の皆さんに選んでいただきたい」と野党推薦候補への投票を呼び掛けた。
　知事選は、東京電力柏崎刈羽原発の再稼働への対応が最大の争点。自民、公明両党が推薦する新人と、原発再稼働に反対する共産、自由、社民３党が推す野党系新人の事実上の一騎打ち。蓮舫氏の地元入りは１４日当日に発表された。
　蓮舫氏の応援には「野党系が負ければ民進党の責任にされかねないが、接戦なので勝てば求心力向上につながる」（中堅）との判断が働いたようだ。江田憲司代表代行は同日の記者会見で「選挙は勝たないといけない。戦略的判断で決断した」と説明。ただ、場当たり的な印象は否めない。（時事通信2016/10/14-20:32）
自主投票から一転、米山氏を支持…蓮舫代表

読売新聞2016年10月14日 23時20分

　民進党の蓮舫代表は１４日、新潟市で街頭演説し、新潟県知事選（１６日投開票）で共産、自由、社民の３党が推薦する米山隆一氏への支持を表明した。

　民進党は自主投票の立場だが、米山氏と自民、公明両党推薦の森民夫氏の接戦が伝えられ、急きょ判断した。野党共闘の枠組みを重視した事実上の方針転換に、党内では反発の声も出ている。

　蓮舫氏は街頭演説で「仲間の米山隆一さんを皆さんと一緒に応援したい。今の横暴な政治にあらがう人を選んでほしい」と支援を訴えた。

　ただ、民進党の支持団体である連合新潟は森氏の支持を決めている。同党の参院幹部は「自主投票で代表が特定の候補を応援するのは組織としてあり得ない」と不快感を示した。

　知事選にはこのほか、ともに無所属新人の三村誉一、後藤浩昌両氏も立候補している。

蓮舫氏、新潟知事選で野党系候補の応援演説 
日経新聞2016/10/14 20:26
　民進党の蓮舫代表は14日、16日投開票の新潟県知事選で共産、自由、社民の３野党が推薦した候補への支持を訴えるため、新潟市内で街頭演説に立った。民進党は自主投票を決めていたが、これまでも民進党所属議員が相次ぎ野党候補の応援に入っていた。蓮舫氏の地元入りで野党連携を重視する姿勢が一段と鮮明になった。支持団体の連合は自民、公明が推薦する候補を支援している。
　新潟県知事選は東京電力柏崎刈羽原発の再稼働への対応が大きな争点。野党候補は民進党を離党して出馬し、再稼働に厳しい姿勢を鮮明にしている。
蓮舫代表 　知事選、新潟入り　自主投票で異例の応援
毎日新聞2016年10月14日　22時55分（最終更新　10月15日　00時44分）
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集会で野党が推薦する新人候補の支持を訴える蓮舫氏＝新潟市中央区で２０１６年１０月１４日、柳沢亮撮影
　民進党の蓮舫代表は１４日、新潟県知事選（１６日投開票）で野党推薦の新人候補を支援するため、急きょ新潟入りした。同党は自主投票を決めており、現地入りは異例だ。注目が集まる知事選を舞台に「選挙の顔」としての求心力を高める狙いとみられる。原発再稼働に慎重な野党候補に距離を置き、与党推薦の新人を支援する連合は反発を強めている。【朝日弘行、柳沢亮】 
　「毎日毎日、強い要請をいただいた」。蓮舫氏は１４日夕、新潟市に入って繁華街で応援演説し、その後に記者団に現地入りした理由を語った。先月２９日の記者会見で「政党間の戦いを持ち込むよりは県民の投票行動を見守りたい」と発言。今月１３日の会見でも知事選応援は未定と答えたばかりだった。江田憲司代表代行は１４日、「大接戦と聞いて大局的、政治的判断で決断した」と説明した。 
　突然の現地入りの背景には、代表として初めて臨む衆院２補選（２３日投開票）で思うように支持が広がっていないとの判断がある。知事選の野党候補は民進の次期衆院選新潟５区公認予定者からの転身。後押しできれば手腕を示すことができるとの計算だ。 
　自民は与党候補の応援に連日、党幹部が現地入りしている。二階俊博幹事長が１２日、新潟市内の会合に出席し、１３日には茂木敏充政調会長が企業・団体を訪問。公明党の井上義久幹事長も１０日に現地入りした。 
　連合新潟も与党候補の支援に回っている。野田佳彦幹事長は周囲に「（蓮舫氏が）行くと言っても止める」と語っていたが、蓮舫氏自身は選挙戦の中盤以降の新潟入りを探っていた。 
　同党は１３日、新潟入りを連合に通知。それに先立って蓮舫氏は神津里季生会長と会談して補選と次期衆院選の協力を確認したが、その場で知事選の話題は出なかった。連合幹部は１４日、「了解できない。選挙が終わった後の関係をどうするんだ」と反発を示した。 
産経新聞2016.10.14 20:32更新 
【新潟県知事選】民進党・蓮舫代表、急きょ新潟入り　自主投票のはずが「熱い思いを昨日電話で聞いて駆けつけた」
　民進党の蓮舫代表は１４日、新潟県知事選（１６日投開票）に出馬した医師の米山隆一氏＝共産、自由、社民推薦＝を応援するため、新潟市で街頭演説を行い「命を守りたい、子供たちの未来を守りたいという米山氏の熱い思いを昨日電話で聞いて駆けつけた。新潟に恩返ししたいという米山氏をみんなで支えよう」と呼びかけた。民進党は自主投票を決めていたが、米山氏と自民、公明両党が推す前長岡市長の森民夫氏＝自民、公明推薦＝が激しく競り合う展開となったため、急きょ新潟入りを決めた形だ。
　民進党からは江田憲司代表代行も１４日、同県長岡市に入り、米山氏の応援演説を行った。
　民進党の国会議員は選挙戦中盤以降、続々と米山氏の応援に入っている。江田氏は１４日の記者会見で、自主投票でありながら党幹部が応援に入ることについて「選挙は勝たなければならない。政治的判断だ」と説明した。
　ただ、民進党の地元の支持団体である「連合新潟」は森氏を支持。連合との関係に影響が出るのは確実とみられ、参院を中心に蓮舫氏の突然の応援を批判する声もある。
新潟県知事選、16日投開票　激戦、与野党幹部現地入り

共同通信2016/10/14 17:48

　任期満了に伴う新潟県知事選は16日投票、即日開票される。いずれも無所属新人の前長岡市長森民夫氏（67）＝自民、公明推薦＝と医師米山隆一氏（49）＝共産、自由、社民推薦＝が終盤まで激しく競り合っている。与野党幹部は14日も相次ぎ現地入りした。

　知事選には元団体職員三村誉一氏（70）、行政書士後藤浩昌氏（55）も立候補している。

　新潟県の有権者数は9月28日現在、195万6669人。投票率は過去最低だった前回（43.95％）を上回るとの見方が強い。

「翁長知事は社民や共産に担がれ泥沼」　自民・古屋氏
朝日新聞デジタル2016年10月14日20時47分

古屋圭司氏
■古屋圭司・自民党選対委員長
　全国４７都道府県がある。このうち、本当に県と国がピタッと連携してるところは、結果として事業が必ず前に進んでいる。そうではない例がある。沖縄県知事の翁長（雄志）さんは自民党の沖縄県連の幹事長だった。それが社民党や共産党に担がれて選挙に出た。彼は完全に泥沼に入ってしまったので、あの路線でいかざるを得ない。その結果、自民党の国会議員が小選挙区で勝てなくなった。県議会もどんどん自民党の数が減っていった。そして、国と県との信頼関係が完全に消え失せてしまった。そんなことが新潟であってはダメだ。（新潟県柏崎市で開かれた県知事選の応援演説で）
蓮舫代表　求心力維持に課題　就任１カ月　目立つ空回り
毎日新聞2016年10月14日　22時57分（最終更新　10月14日　23時24分）
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　民進党の蓮舫代表は１５日で就任１カ月を迎える。代表選に圧勝して「提案路線」を掲げたが、空回りする場面も目立ち、求心力を維持できるかどうかが問われそうだ。 
　「まだ確たる手応えがあるとは思わない」。蓮舫氏は１３日の記者会見で提案路線について語った。「批判ばかり」（自民党幹部）という党イメージを払拭（ふっしょく）するのが目的だが、国会論戦では安倍晋三首相から「逆提案」される場面もあり、消化不良が続く。 
　対決姿勢で臨んだ５日の参院予算委員会では自民党憲法改正草案の不備を指摘したが、首相に「答える立場にない」などとかわされ、「逃げないでください」といら立つ場面もあった。後見役の野田佳彦前首相を幹事長に起用した「身内重視」の人事への不満は残り、党内から「目立った成果はない」（ベテラン）との批判が漏れる。 
　ただ、民主党政権時代の事業仕分けで活躍した高い知名度は健在で、「街頭に立つと多くの人が足を止め、耳を傾ける」（江田憲司代表代行）との評価もある。民進は１４日に「税金無駄遣い解消プロジェクトチーム」の設置を発表。「蓮舫カラー」の打ち出しを急ぐ。【葛西大博】 
産経新聞2016.10.14 18:40更新 
【民進党・野田佳彦幹事長インタビュー（１）】「生前退位」有識者会議「政府が論点絞りすぎると、いい議論にならない」

民進党の野田佳彦幹事長インタビュー＝１４日午前、国会内（斎藤良雄撮影） 
　民進党の野田佳彦幹事長は１４日、産経新聞のインタビューに応じ、天皇陛下の「生前退位」や憲法改正の議論、次期衆院選の野党共闘などについて語った。詳細は次の通り。
　－－１６日で就任１カ月になるが、党の実務を担うのは久しぶりだ
　「久しぶりですね。（旧民主）党代表は務めましたが、（首相として）ほとんど官邸の仕事でしたから、（党務は）当時の幹事長にお任せする形でした。野党時代の党務というと、平成２１年まで幹事長代理をやって、それ以来なんですよ。今はルーキーの幹事長です。まず役員を決めて、すぐ国会が始まりました」
　－－船出としては順調か
　「順調かどうかは分かりませんが、日々一生懸命、務めているということに尽きます」
　－－旧民主党時代から一丸になることが課題だった
　「（蓮舫代表の下で新体制発足後は）すぐに国会になりましたからね。予算委員会に始まり、まさに今日から環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）を審議する衆院特別委員会です。今は衆院東京１０区、福岡６区の両補欠選挙もあり、総選挙も近いといわれている。結束して動かなければいけない状況になっていますので、みんなが力を合わせていかざるを得ない。その中できちんと歯車を回していくことだと思います」
　－－天皇陛下の生前退位に関連し、党内に皇位検討委員会を設置したが、議論の進め方は
　「政府の有識者会議が１７日から始まりますよね。そこで出てきた論点を踏まえ、われわれも政党として静かに物を言う場面も出てくるはずです。そのためには来年ぐらいまでには、論点整理を踏まえた対応をしなければいけない」
　「特別法で対応するのか、皇室典範改正も視野に入れるのかという論点もあるようですから、当然、われわれも典範改正も視野に入れた議論をしていくことになるだろうと思います」
　－－とっかかりのテーマは
　「８月８日の天皇陛下のお言葉があって、きっかけはそういうことです。超高齢社会における象徴天皇のあり方、それは皇位継承の問題も含めてのことになりますので、それが基本中の基本です」
　－－皇室典範改正となると、膨大な時間と労力がかかり、与野党で争う事態にもなりかねない
　「それは避けなければいけない。政争の具にしてはいけないという気持ちは強く持って、対応したいと思います」
　「一方で、せっかく議論するならば、論点に幅が出てこざるを得ない。複雑に絡み合いますから。あまり政府が前さばきで絞りすぎるといい議論にならないのではないかという懸念もあります。一番強い懸念を持っているのは、（政府は）公務負担軽減を前面に出していますが、本当にいいのかどうか」
　－－平成２４年の野田内閣で、有識者ヒアリングを通じて女性宮家創設を含む論点整理を出したが、今後のいやさか（繁栄）ということか
　「まさにそこなんですね。（憲法第４条で天皇は国政に関する権能を持たないと定められているため、政治家が）お言葉に厳密に対応することがいいのかどうかということがありますが、少なくとも（お言葉には）『私のあとを歩む皇族』という表現もある。ということは、ご自身の退位のあり方だけではなくて、皇族が減少していく今の傾向についても、合わせて考えておくのも、一つの論点に至るかもしれない」
　「自分が（首相時代に）やってきた論点整理をごり押しするつもりは全くありません。今回（幹事長に就任して）、女性宮家と私から言ったことは１回もないですね。ただいろいろな議論の中で、幅広い事項が出てくる可能性がありますよね。それが特例法のようなものに収まるのかどうか。あまり言ってはいけないですが、急いで対応するものと、関わりの出てくるテーマで、一定の年数をかけて静かに議論し続けるものと整理していくことも大事かもしれませんね」
　－－いやさかについても、きちんと議論すると
　「男系、女系とかいったら、これはまとまらない議論になるでしょう。そこに至らないまでで、まさにいやさかに関わる部分は、議論できるものは議論し、集約できるものは集約できるというところも、構えで持っていていいのではないかなと思いますね」
　－－議員立法で対応した場合には、収拾がつかなくなる懸念がある
　「収拾がつかなくなってはいけない。基本はやっぱり（政府が提出する）『閣法』だと思います。国会が下請け機関になってもいけないが、前代未聞のことですので議論の仕方は本当に難しい。一定程度われわれも意見を開陳しながら、（政府が）最大公約数の思いを反映した法案を出すことが一番望ましい。そのやり方は相当工夫がいる」
　－－民進党が皇室典範改正案を来年の通常国会へ提出することも検討という報道があった
　「党の考え方を今言ったスケジュールでまとめていかなければいけない。考え方をまとめたいとは言いましたが、法案で出すとは一言も言っていません。それは対案になりますから、（収拾がつかなくなる可能性があり）あまりいい姿ではないと思います」
　－－政府が出した法案を与野党で議論する
　「私、言い過ぎています。（党の）皇位検討委員会で議論してもらうことが、前提だと思います」
　「心配していることが、あるんですね。解散風が吹いているでしょう。われわれは党内でまとめても選挙公約に書くつもりはない。でもメディアは聞くのではないですか。争点化になりませんか。よくないと思うんですよね。メディアではなく、市民団体かもしれません。みんな聞いてきますよ。有識者会議が始まるわけだから。争点化になる可能性が（あって）今の流れは危うい。だから解散はいやだよという話ではないですよ。たまたまこのスケジュールというのは、どうするんだろうと思いますよね」
　－－メディアは間違いなく聞く
　「われわれ答えますよ。みんな（答えは）違うでしょう。なるべく穏便にやろうと思いながらも、議論が十分進んでいないときには、それぞれの党のカラーが出るかもしれませんよね。それがいいのか。われわれは、解散となれば立ちおくれはできませんから、その時期は言えませんが、巷間（こうかん）言われている流れだと、ちょうど（衆院解散・総選挙のタイミングが）ドンピシャの流れになってしまう気がしますね」
＝（２）に続く
産経新聞2016.10.14 19:36更新 
【民進党・野田佳彦幹事長インタビュー（２）】改憲案求める安倍晋三首相に「何が何でも出せというのもご無体な話」
　－－自民党の憲法改正草案の撤回を要求したが、その真意は
　「高めのボールを投げたことは間違いありませんが、棚上げにするのか、草案ありきにするのではないという表現にするのか、まず相手の立ち位置を確認したかった。丸ごと草案をベースにするやり方がいいのか。草案の位置づけをどう持つのか。（議論の）入り口が大事ではないですか。確認という意味の前さばきの議論にしたかったわけです。（民進党の）憲法調査会が立ち上がったので、（衆参両院の憲法）審査会での議論の仕方も含めて考えていくことになります」
　－－安倍晋三首相は「自民党の草案がそのまま通るとは思っていない。民進党にも案を出してほしい」と話している
　「立場はいろいろあります。われわれも一字一句変えてはいけないという立場ではありません。ただ、丸ごと草案を作る立場でもない。自主憲法制定論ではない。現代社会の変容を踏まえ、必要なところは変えなければいけないし、将来を考え、支障が出ないよう変えておくべきところもあるかもしれません。ただ基本的には日本国憲法を評価しています。今の憲法をベースに置きながら、変えなければならないことがあるのかどうかを議論することはやぶさかではありません。何でもかんでも『出せ』というのも、ご無体な話だと思います」
　－－民進党内にも「この部分は変えた方がよい」という人もいる
　「ですから蓮舫代表も憲法審査会で議論に臨むことは、やぶさかでないとの立場です」
　－－党として、今の憲法に関する考え方をまとめていくことになるか
　「必要なところ、どの条文がどういう感じで、変えなければいけないか。変えなくていいのか。それはあってしかるべきだと思います」
　－－共産党は、野党４党の党首会談で「安倍政権下の憲法改正反対」で合意したと言っている
　「党首会談には陪席していないので、中身を正確に把握していませんが、野党の幹事長・書記局長会談で（衆院２補選の候補者を）一本化したときには、過去の合意事項を色々おっしゃっていました。安全保障法制の問題や憲法の話、貧困、格差の問題など。私が引き取ったのは、過去に合意したこと、一緒に法案を提出したもの、この臨時国会で共闘して取り組んでいるテーマなどを念頭に置き、実現するために戦っていくと。位置づけの話はしていますね」
　－－岡田克也前代表は参院選の３２の改選１人区で他党と候補者調整する際、「安倍政権下の憲法改正反対」を共通政策にしていたが、これを踏襲するのか
　「（蓮舫氏が）憲法審査会に臨むと言っている。全く話をしないというわけでなく、そこは一歩踏み込んできています」
　　－－改正すべき条文の絞り込みは先の先か
　「相手が何を言ってくるか見ながらの反応ですね。議論はやぶさかでないという立場ですが、こちらから『この話を議論しましょう』というわけでもありません」
　－－ご自身は改憲に関する見識も持っている
　「それこそ憲法調査会をつくったばかりで、私がリードするよりは、そちらでコントロールすることですね」
　－－平成１７年の旧民主党時代に憲法提言を公表しているが、同じものが出るわけではないのか
　「それも分かりません。憲法調査会も、代表の下に置いた形ですので、蓮舫氏のカラーも出てくるかもしれませんね。提言をまとめた枝野幸男前幹事長が今の調査会長なので、それを踏まえた議論になるかもしれませんが、これからの話です」
　－－共産党の志位和夫委員長は次期衆院選で相互支援が必要だと話し、政権構想に関する合意にも言及したが、「綱領や理念の違う政党と一緒に政権を目指すことはない」という民進党のスタンスとは異なる
　「理念と基本政策が違うところと政権をともにすることはないというのは、蓮舫氏も、前代表の岡田氏も言ってきました。特に衆院選は政権選択選挙となりますから、理念と基本政策が一致せずに政権を組んでも、すぐ壊れてしまうだろうという思いは皆さんが思っているでしょう、わが党の中で。そう言いながらも（野党４党間には）『できる限り協力する』という合意もある。自民党と公明党がタッグを組んだら強い。具体的な戦いを考えたとき、単独で臨むのでなく、われわれはどういう協力ができるのかを具体的に考え、４党間でやっていくことになると思います。まだその解は見いだせていませんが、これからの交渉ですね」
　－－来年１月にも衆院選となると、協議は早くしなければならないか
　「それは早くしなければならないでしょう」
　－－落選中の民進党候補予定者の中には、共産票のげたをはき、風が来てようやく自民党候補と勝負になると話す人もいるが、一方で共産票を嫌う保守票が離れたら政権に戻れないと危惧する声もある
　「地域によって、個人によって考え方は微妙に違います。混在する状況をどう整理し、最大公約数をどう見いだすか。相手との交渉もありますが、党内での瀬踏みもちゃんとしなければならないと思いますね」
　－－８日の党全国幹事会で「全て判断は党本部で行う」と指示したのは、そうした思いがあるのか
　「個々にバラバラにやってはいけません。党本部が一つの方針を出し、それを個々の選挙区にあてはめていきます」
　－－幹事長も与野党がシンプルに対決する構図が望ましいと思っているか
　「『シンプル』という意味は複数（の候補）が出ないということですね。一番のシンプルは。強い与党に対し野党がバラバラに臨むのは厳しい選挙になりますから、その調整をすることは必要だと思います」
　－－衆院２補選では政策協定を結ばない一方で、共産党は綱領を変えない方針だが、そうなると今後も政策協定を結んで協力するのは難しいのでは
　「そういうことも含めて、これから協議に入っていくということですね」
　－－共産党は政権構想として国民連合政府と言っている
　「これはもう２代にわたって代表が言っている通りで、理念、基本政策が違うところと、政権を組むことはできないと。その枠組みはありますよね。党としての基本的な枠組みは」
　－－そこは維持する
　「それは、そうですよ」
　－－衆院東京１０区と福岡６区の補選の対応では、岡田前代表と違うことを印象づけたかったのか
　「そんなことはないですよ。相手とのやりとりの中で、どういう決着の仕方ができるのか。最大限、いい結果が出るように考えて、枠組みとしてはチェック機能を高める戦いですから、この２議席は。参院の１人区で戦った構図が当てはまるのですが、そうは言いながら、衆院なので、次につながるやり方ができるかを模索する中で、何とか各党が合意した形になりましたね」
産経新聞2016.10.14 20:55更新 
【民進・野田佳彦幹事長インタビュー（３完）】「友情ある支援というのは、それぞれ個々でやっている」　応援演説で新潟入りした蓮舫代表を擁護
　－－蓮舫代表が今日、新潟県知事選（１６日投開票）で民進党以外の野党３党が推薦する米山隆一候補の応援演説のため、現地入りした
　「民進党新潟県連は自主投票ですよね。自主投票と決めた後に、（県連）副代表だった米山氏が３党にかつがれて立候補する形になったわけです。（衆院新潟５区で）元民進党の公認候補予定者だったわけですから、自主投票と決めたとは言いながらも、いわゆる友情ある支援というのは、それぞれ個々でやっていると思うのです。県連も。それに応じて国会議員も、自主投票ですから、行けとか、行くなとかという指示は出していません。自主投票という範囲の中で、個人が判断して応援に入った人たちもいました。その延長線上で、蓮舫氏も新潟からのいろいろな要請を踏まえて、対応しようとしているのではないでしょうか」
　－－「社会保障と税の一体改革」に関する３党合意は、ほぼ風前のともしびになっていると言っていたが、どういう考えか
　「風前のともしびなんですよ。政争の具にしないというところがね。消費税（増税）という国民があまり愉快に思っていないことでも将来を考えて、責任ある対応を与野党で一緒にやっていこうという『魂』じゃないですか。それが平成２４年の総選挙で争点にされて、信頼関係はなくなってしまいました」
　「風前のともしびと言っているのは、まだその中でも、年金の最低保障機能の強化など社会保障についてメニューで挙げたものがある。そういうことはどうやって実現するか、知恵を出していかなければいけないと思いますが、もう一回、３党合意の枠組みに戻るには相当な労力が必要ですね。信頼感がないと、できません。交渉相手だった谷垣禎一・前自民党幹事長も（自転車事故により）療養中ということで、なかなか厳しい状況だと思いますね」
　－－安倍晋三首相と信頼関係を築くのは厳しい
　「安定政権なんですけど、安定政権というのは、もっと国民にとって痛みを伴うこともやってしかるべきではないですかね。全部先送りじゃないですか。配偶者控除（の廃止）もね。ちょっとしたことでも、選挙がちらつくと、延ばしていきますよね。安定しているかもしれないなと思いますけどね、それでいいのかなと」
　－－その場しのぎの感じがするか
　「そうじゃないですかね。選挙を目の前にすると、痛みを伴うことは逃げる、避ける」
　－－だからこそ民進党は今回、３党合意を守るといって７月の参院選は負けたかもしれないが、次の総選挙は堂々と手を挙げることもできたのでは
　「それをもって死滅していく可能性もありますからね。どっこい、生き残りながら、どこかで、そういう舵を切るということも本当はあるかもしれない。これはわかりません、歴代の執行部の判断ですからね。今までのね」
　－－物事を先送りして支持率を高い位置に保って、ポピュリズム的な政治になっていると思うか
　「残念ながら、次の世代より次の選挙という意識を強く持っているように思いますね」
　－－健全な保守２大政党が日本にとって望ましいのでは
　「そこは、己をむなしくするのが幹事長の仕事ですから。何よりも今は（自民、公明の）２つの党が組むとものすごく強いということを経験してきている。その中でどうやって党勢拡大していくのかを、あらゆる面で総合的に判断するしかないですね」
　－－蓮舫氏は９月１日のインタビューで、次の衆院選で「政権交代」というのは等身大の目標としてまだ受け入れられないと言っていた
　「それはでも、何段階論で言ってはいけない。選挙は近いわけですから、当面の選挙の勝利を目指していくというのが基本だと思います。そのためにできるだけ空白区を埋めていくということだと思います」
　－－もう一度首相を目指すのか
　「首相が終わった後の私の心境は、（外交官出身で元首相の）広田弘毅に近かった。『風車　風の吹くまで　昼寝かな』と。彼が外交官で飛ばされた時代に詠んだ句です。（私は）国会議員ですから昼寝しているわけにはいきませんが、出ばってレギュラーを取りに行くことは基本的にないと思っていました。今回、風も吹いていないのに出てきてしまってね。その意味では今まで考えていたことと違うのですが、引き受けた以上は一生懸命やろうという思いです」
　「幹事長、ナンバー２に徹するということは、トップの意向を一生懸命反映するように党内をまとめ、みんなで一緒に戦っていくようにするのが役割です。持論は封印しないとできません。ですから今ごろになって、谷垣氏の気持ちがよく分かるのです。何かを目指すという立場ではないですね。信念はナンバー２になるということに、今の立場に全力を注ぐということですね
７月参院選は「違憲状態」＝合区「不平等解消せず」－１票格差初判決・高裁岡山支部
　「１票の格差」が最大３．０８倍だった７月の参院選は違憲として、弁護士グループが全４５選挙区の選挙無効を求めた訴訟のうち、岡山選挙区の判決が１４日、広島高裁岡山支部であった。松本清隆裁判長は「投票価値の不均衡は看過できない」と述べ、選挙を「違憲状態」と判断した。格差是正に向けた国会の取り組みには一定の評価をし、無効請求は棄却した。原告側は即日上告した。
　参院選をめぐっては、二つの弁護士グループが全国１４高裁・支部に計１６件の訴訟を起こしており、判決が出たのは初めて。１１月８日までに判決は出そろい、最高裁が来年春以降に統一判断を示す見通し。
　今回の参院選では、都道府県単位の選挙区について、「鳥取・島根」と「徳島・高知」をそれぞれ統合する「合区」を初めて導入した上で、議員定数を「１０増１０減」する是正措置を実施。格差は最高裁が「違憲状態」とした２０１３年の前回選挙（最大４．７７倍）より縮小したが、こうした取り組みをどう評価するかが焦点だった。
　松本裁判長は、国会が１０年と１３年選挙の最高裁判決で選挙区を都道府県単位とする仕組みの見直しを求められたのに、「極力維持する考え方を基礎として最小限度の合区で是正を図った」と指摘。３倍を超える格差を残した是正措置では「著しい不平等状態を解消するには足りない」と述べた。
　合区をめぐっては、地域間で不公平が生じるとして、国会で対象拡大が見送られた。しかし、松本裁判長は「対象となる府県とならない府県との間に一定の不公平が生じることは避けられない」と述べ、４県にとどめた今回の措置に十分な合理性はないとした。
　一方、抜本改革には多くの課題の検討が必要だと認め、「初めて都道府県単位の選挙区を改め、一部ではあるものの合区を設けた」と評価。違憲とまでは言えないと結論付けた。（時事通信2016/10/14-20:12）
参院選、合区導入も「違憲状態」　1票の格差訴訟、初判決
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参院選「1票の格差」訴訟の判決後、「違憲判断」などと書かれた紙を掲げる原告側の弁護士ら＝14日午後、広島高裁岡山支部前[image: image27.jpg]


7月の参院選「1票の格差」訴訟の判決で、広島高裁岡山支部に向かう原告側の弁護士ら＝14日午後、岡山市　「1票の格差」が最大3.08倍で実施された7月の参院選は選挙権の平等に反し違憲だとして、岡山県の有権者が選挙の無効を求めた訴訟の判決で、広島高裁岡山支部は14日、初めて導入された二つの合区による格差是正策でも「違憲の問題が生じる程度の著しい不平等状態が残っている」として、違憲状態との判断を示した。格差縮小に向けた国会の取り組みには一定の評価を示し無効請求は棄却した。原告側は即日上告した。

　二つの弁護士グループが全国14の高裁・高裁支部に起こした一連の訴訟で初の判決。合区解消の動きが浮上する中、格差是正に向けてさらなる投票価値の平等化を国会に迫った形だ。

合区の参院選でも一票の格差「違憲状態」　高裁岡山支部
朝日新聞デジタル村上友里2016年10月14日17時18分
　「一票の格差」が最大で３・０８倍になった７月の参院選は憲法違反だとして、弁護士グループが選挙の無効を求めた訴訟の判決が１４日、広島高裁岡山支部であった。松本清隆裁判長は「投票価値の著しい不平等状態はなお、残存していた」と述べ、「違憲状態」と判断した。一方、合区の導入で格差が縮小されたことなどから請求は棄却した。
　今夏の参院選をめぐっては、二つの弁護士グループが全国の１４高裁・支部で選挙の無効を求める訴訟を起こしているが、判決を迎えたのは岡山支部が初めて。
　最高裁は１０年（最大格差５・００倍）と１３年（同４・７７倍）の参院選を、いずれも違憲の一歩手前となる「違憲状態」と判断。１３年の判決では「現行の仕組みを維持しながら投票価値の平等を実現することは、著しく困難」と指摘し、都道府県を選挙区として定数を設定する制度の見直しを求めた。
　これを受け、昨年７月には隣り合う鳥取と島根、徳島と高知を一つの選挙区とする「合区」の初の導入などで定数を「１０増１０減」にする改正公職選挙法が成立し、格差は縮小した。
　今回、訴えていたのは升永英俊弁護士（第一東京弁護士会）のグループで、「いまだ憲法が求める投票価値の平等に反しており、一票が同一価値となる選挙区割りをつくることが必要だ」と主張。一方、被告側の岡山県選挙管理委員会は「法改正で最大格差は是正された。違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態は解消されている」と請求棄却を求めていた。（村上友里）
７月参院選挙区選は「違憲状態」…高裁岡山支部

読売新聞2016年10月14日 19時51分



判決後に記者会見する原告側の弁護士グループ（１４日、岡山市北区で）

　「１票の格差」が最大３・０８倍だった７月の参院選挙区選について、広島高裁岡山支部は１４日、「違憲状態」とする判決を言い渡した。

　この選挙では隣り合う県の選挙区を統合する「合区」が初めて導入され、格差は前回選挙の最大４・７７倍から大幅に縮小したが、松本清隆裁判長は「３倍超の格差を残しており、著しい不平等状態を解消するには足りない」と判断した。一方で、国会の取り組みを踏まえて「違憲」とはせず、選挙無効の請求は棄却した。

　７月の参院選を巡っては、二つの弁護士グループが全４５選挙区の無効を求めて８高裁・６支部に計１６件の訴訟を起こし、今回が初の判決。１１月８日までに判決が出そろい、その後、最高裁が統一判断を示す見通し。

　１票の格差訴訟では、〈１〉違憲となるほどの不平等が生じた〈２〉格差是正に要する期間を過ぎた――の両方がそろえば「違憲」となり、〈１〉だけなら「違憲状態」と判断される。最高裁は２０１２、１４年の判決で、１０年参院選（最大格差５・００倍）と１３年参院選を「違憲状態」とし、都道府県単位の選挙区割りの見直しなど、抜本的な制度改革を求めた。

　国会は１５年成立の改正公職選挙法で、「鳥取・島根」「徳島・高知」をそれぞれ「合区」し、定数を「１０増１０減」した。その結果、議員１人当たりの有権者数が最多の埼玉と最少の福井の両選挙区間の格差は３・０８倍に縮小していた。

　判決はまず、この法改正について「都道府県単位の仕組みを極力維持する考え方を基礎に、合区を最小限度にとどめたため、３倍超の格差を残した」と指摘した。被告の岡山県選挙管理委員会は「過去の法改正の中で最大の幅の格差縮小を実現した」と主張したが、判決は、衆院では格差が２倍未満になることを基本とする区割り基準が定められていることを挙げ、「参院でも３倍超の格差は平等とはいえない」とした。

　一方、初めて合区が実現したことや、国会が改正法の付則で引き続き見直しに取り組むとしていることを評価し、是正に要する期間は過ぎていないと結論づけた。原告は即日上告した。

１票の格差 　「著しい投票価値の不平等」高裁岡山支部判決
毎日新聞2016年10月14日　20時39分（最終更新　10月15日　01時42分）
７月の参院選　選挙区の区割り「違憲状態」 
　選挙区間の「１票の格差」が最大３．０８倍だった今年７月の参院選を巡って弁護士グループが選挙無効を求めた訴訟で、広島高裁岡山支部は１４日、選挙区の区割りについて「違憲状態」と判断した。格差是正のため都道府県単位の選挙区を統合する「合区」を導入して初の司法判断だったが、松本清隆裁判長は「著しい投票価値の不平等状態が残っている」と指摘。一方で、公職選挙法の改正で格差が一定程度縮小したことから、「国会の裁量権の限界を逸脱しているとはいえない」として請求を棄却した。 
　弁護士グループが全国１４の高裁・高裁支部で起こした一連の訴訟では最初の判決で、原告側は即日上告した。 
　判決は、過去の最高裁判断を受け、国会には投票価値の不平等を是正する取り組みが求められていたと指摘。「都道府県を単位とする仕組みを極力維持する考え方を基に最小限度の合区にとどめたため、３倍を超える格差を残した」とし、都道府県単位の枠組みで行う現行制度の限界を指摘した。 
　国会は２０１５年の公職選挙法改正で初めて「鳥取・島根」「徳島・高知」の２合区を設けた上で、全国定数を「１０増１０減」した。また選挙制度について、同法付則で１９年の参院選までに抜本的に見直すとした。判決は国会のこうした措置を一定評価し、「格差是正の過程であり、国会の裁量権行使のあり方として相当性を欠いたとまでは言えない」として違憲ではないと判断した。 
　今夏の参院選の最大格差は、議員１人当たりの有権者数が最少の福井と最多の埼玉で３．０８倍だった。岡山は福井と比べて２．４３倍だった。 
　最高裁は参院選について、最大格差が５．００倍だった１０年と４．７７倍だった１３年を「違憲状態」と判断。「都道府県を選挙区単位とした現行方式を改めるなど、速やかな見直しが必要」と、国会に抜本改革を強く求めている。一連の訴訟の判決は、１１月８日までに全国の高裁・支部で示される。【原田啓之、林田奈々】 
１票の格差 　「これは国会への警告だ」弁護士グループ憤り
毎日新聞2016年10月14日　21時38分（最終更新　10月15日　02時41分）
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参院選の１票の格差の推移と最高裁の判断
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判決後に記者会見する原告側の久保利英明弁護士（右から２人目）ら＝岡山市北区で２０１６年１０月１４日午後４時５０分、森園道子撮影
高裁岡山支部　７月の参院選、司法判断は「違憲状態」 
　７月の参院選の「１票の格差」を巡る司法の最初の判断は、「違憲状態」だった。選挙区間の不平等状態を認めながらも選挙自体は有効とした１４日の広島高裁岡山支部判決に、選挙無効を求めていた弁護士グループは憤りつつ「国会への警告」と受け止めた。判決は合区による是正の限界も指摘しており、国会議員たちは改めて重い宿題を背負うことになった。 
　「保身判決だ」。閉廷後に報道陣に囲まれた久保利英明弁護士は苦々しい表情を浮かべ、「違憲と言い切るのが裁判所の役割なのに三権分立を何だと考えているのか」と語気を強めた。 
　弁護士グループはその後岡山市内で改めて記者会見。久保利弁護士は「国会やいろいろなものに遠慮している。違憲であれば選挙無効にすべきだ。裁判官自身が憲法違反をしており、とんでもない判決だ」と強く批判した。賀川進太郎弁護士は「何とも歯切れが悪い。最初の判決だったので非常に残念だ」と話した。 
　一方、判決は「鳥取・島根」と「徳島・高知」の２合区などによる是正を一定評価しつつ、都道府県単位を基本にした現行制度の限界を指摘した。久保利弁護士はこの点には一定の評価を示し、「合区は不平等を解決する手立てにはなっていないということは認め、意義がある」と述べた。賀川弁護士も「都道府県を単位とする仕組みを国会が極力維持しようとしたことを（違憲状態と判断するうえで）重視している。国会に警告を与えるという意味では一応の役割を果たしたのではないか」と評価した。 
　「違憲状態」とする司法判断を受け、さらに制度改正するよう国会に圧力が強まる。賀川弁護士は「連続して『違憲状態』の判決を受け、国会も慣れてしまう」と司法と政治に不信感をあらわにし、制度を放置しないようくぎを刺した。【竹田迅岐、高橋祐貴、益川量平】 
産経新聞2016.10.14 22:41更新 
【参院「一票の格差」違憲状態】１０増１０減「合区」は一時しのぎ…　自民党が抱える合区ジレンマ
　７月の参院選で３・０８倍だった「一票の格差」を広島高裁岡山支部が「違憲状態」と判断したことで、与野党に波紋が広がった。人口の少ない隣接選挙区を統合した「合区」ですら「一時しのぎ」にすぎないという厳しい見方を突きつけられたからだ。
　菅義偉官房長官は１４日の記者会見で、「判決が届き次第、関係省庁で内容を精査する」と述べるにとどめた。自民党の吉田博美参院幹事長も会見で「高裁・支部の判決がそろった後にコメントしたい」と語った。
　公明党の西田実仁参院幹事長は「引き続き国会が努力すべきだという判断だ」と記者団に述べた。一方、日本維新の会の松井一郎代表は談話で「立法府は重く受け止めるべきだ。二院制のあり方などを審議することが重要だ」と強調した。
　今回の判決は「鳥取・島根」「徳島・高知」の２合区導入について「著しい不平等状態を解消するには不十分だ」と断じた。だが、自民党内では合区の解消を求める意見が大勢になりつつあり、合区解消に向けて近く党総裁直属機関で検討を始める。参院自民党も独自に検証機関を設けて１１月初旬から議論を始める。
　自民党は７月の参院選公約で「都道府県から少なくとも１人」を選出するために憲法改正を含め検討すると明記。国会議員を「全国民を代表する選挙された議員」と定めた現行憲法を改正し、「都道府県代表」を明確に位置付ける案だ。しかし、今回の判決は「都道府県単位」の是正も求めており、解決の糸口はつかめていない。
　昨年７月に合区導入を定めた改正公職選挙法の付則には、次回の平成３１年参院選に向け「選挙制度の抜本的な見直しについて検討し、必ず結論を得る」と明記しており、残された時間は少ない。
「違憲状態」判決で選挙制度見直し議論活発に
NHK10月15日 4時22分
ことし７月の参議院選挙のいわゆる１票の格差をめぐって、１４日、広島高等裁判所岡山支部は憲法違反の状態だったという判断を示しました。今後、各地で出される判決によっては、さらなる格差の是正を迫られる可能性もあり、自民党などに異論の根強い、いわゆる「合区」の扱いを含め、選挙制度の見直しをめぐる議論が活発になる見通しです。
７月の参議院選挙では、いわゆる１票の格差が最大で３．０８倍となり、選挙の無効を求める訴えが全国で起こされていて、一連の裁判で初めて、１４日、広島高等裁判所岡山支部で判決が言い渡され、憲法違反の状態だったという判断が示されました。
判決は、先の選挙で初めて導入された、隣接する２つの県を１つの選挙区にする、いわゆる「合区」について、「最小限の合区で是正を図ったため、３倍を超える格差が残り、著しい不平等状態を解消するには足りないと言わざるをえない」と指摘しました。
これに対し、参議院で過半数を占める自民党内からは、「今後出される判決を見守るが、合区は地方の在り方まで崩しかねない」という意見が出ています。こうした状況を踏まえ、自民党は来月から、「合区」が導入された４県が地元の参議院議員らから意見を聞き、合区の解消も視野に入れた格差是正策などについて検討を進めることにしています。
一方、野党側では、共産党が「都道府県単位の選挙区を廃止して、ブロックごとに比例代表で選出する仕組みも検討すべきだ」と主張するなど、選挙制度の抜本改革を求める意見があります。
今後、各地の高等裁判所で出される判決によっては、３年後の次の参議院選挙に向けて、さらなる格差の是正を迫られる可能性もあり、各党の間で、「合区」の扱いを含め、選挙制度の見直しをめぐる議論が活発になる見通しです。
１票の格差 ７月の参院選は「違憲状態」 広島高裁岡山支部
NHK10月14日 19時03分
ことし７月の参議院選挙で、いわゆる１票の格差が最大で３．０８倍だったことについて、広島高等裁判所岡山支部は「違憲状態」だったという判決を言い渡しました。ことしの選挙では、いわゆる「合区」が初めて導入されて１票の格差が縮小していましたが、判決は「著しい不平等の状態を解消するには足りない」と指摘しました。
７月の参議院選挙では、選挙区によって議員１人当たりの有権者の数に最大で３．０８倍の格差があり、弁護士などのグループが「投票価値の平等に反し、憲法に違反する」として、選挙の無効を求める訴えを全国で起こしました。
一連の裁判で初めてとなる判決が１４日、広島高等裁判所岡山支部で言い渡され、松本清隆裁判長は、「違憲の問題が生じる程度の著しい不平等状態が残っていた」と指摘して「違憲状態」だったという判断を示しました。
ことしの参議院選挙では、定数是正のため隣接する２つの県を１つの選挙区にする、いわゆる「合区」が初めて導入されましたが、判決は「都道府県を選挙区の単位とする仕組みを極力維持するという考え方を基礎として、最小限の合区で是正を図ったため、３倍を超える格差が残り、著しい不平等状態を解消するには足りないと言わざるをえない」と指摘しました。
一方で、「国会の定数是正の取り組みで格差は縮小している」と指摘し、憲法違反とまでは言えないとして、選挙の無効は認めませんでした。
参議院選挙の１票の格差をめぐっては、最高裁判所が最大で４．７７倍だった３年前の選挙を「違憲状態」と判断し、ことしの選挙では、「合区」を含む「１０増１０減」の定数是正が行われ、格差が縮小していました。
原告側弁護士「違憲状態なら無効にすべき」
判決のあと、会見を開いた原告側の久保利英明弁護士は、「国会に遠慮して保身を図った判決で、違憲状態だというのなら選挙を無効にするべきであり、不満が残る」と述べ、最高裁判所に上告したことを明らかにしました。
その一方で、「国会が格差是正に向けて取り組んだ合区を含む『１０増１０減』が投票価値の不平等を解決する手だてにはなっていないと最初に認めた判決ではあるので、意味があると思っている」と話していました。
官房長官「関係省庁で内容を精査」
菅官房長官は午後の記者会見で、「判決内容について、まだ報告を受けていない。判決が届きしだい、関係省庁で内容を精査することになっているので報告を受けてから判断したい」と述べました。
また、高市総務大臣は、総理大臣官邸で記者団に対し、「判決では、違憲状態であるとされたものの、合区を含む格差是正に向けた国会の取り組みにも言及し、憲法違反ではないとしたものだと承知している。全国でまだ多くの訴訟が提起されており、これから順次判決が出ていくので、その状況を見守りたい」と述べました。
自民 総務会長「上級審の判断を見る必要」
自民党の選挙制度改革問題統括本部長を務める細田総務会長は、記者会見で、「今回の参議院選挙が違憲かどうかは、年内の各高等裁判所の判決と、来年春までの最高裁判所の判決を見る必要があり、結果によっても対応が変わる。全面的に違憲となると、さらに相当な数で『合区』をしなければならず、非常に根の深い大きな問題だ。地方自治の精神も尊重すべきで、地方自治が壊れかねないということのバランスをどうとるか、注目していかなければならない」と述べました。
民進 参院幹事長「残念 各会派と話し合いたい」
民進党の小川勝也参議院幹事長はＮＨＫの取材に対し、「このような厳しい判決を受けないよう努力してきたので、正直残念な思いでいっぱいだ。今回の判決を重く受け止めて、さらに国民に信頼を得られるような立法府を目指して、各会派と話し合いを進めたい。これまでの改革には納得がいっておらず、第一党である自民党にも、しっかり責任を果たすよう求めていきたい」と述べました。
公明 参院幹事長「格差是正に努力すべきという判決」
公明党の西田参議院幹事長は国会内で記者団に対し、「きょうの判決は、先の参議院選挙が違憲でも合憲でもなく、次の選挙に向けて、引き続き、国会が格差是正に向けて努力すべきだという判決ではないかと受け止めている。憲法が要請する投票価値の平等とともに、『合区』への違和感や懸念が地元から強く示されており、理解して頂ける制度を作るよう努力していきたい」と述べました。
共産 参院幹事長「抜本改革へ協議開始すべき」
共産党の井上参議院幹事長は「投票価値の平等を実現する観点から、都道府県単位の選挙区方式を見直す抜本改革をすべきだと主張してきた。今回の判決は、憲法の求める投票価値の平等実現の必要性を改めて示すもので、ブロックごとの比例代表制の導入の検討など、抜本的改革への協議を開始すべきである」とするコメントを発表しました。
維新 代表「国会にとって厳しい判断」
日本維新の会の松井代表は「国会にとって大変厳しい判断で、立法府は重く受け止めるべきだ。国会は、１票の格差の是正に一層努めるだけでなく、二院制の在り方などを審議することが重要だ。定数削減もまだ行われておらず、参議院の選挙制度改革は道半ばだ」などとするコメントを出しました。
与野党「抜本改革を」＝参院選制度、思惑ばらばら－参院選無効訴訟
　「１票の格差」が最大３．０８倍だった７月の参院選を「違憲状態」とした広島高裁岡山支部の１４日の判決を受け、与野党から抜本的な制度改革を求める声が相次いだ。ただ、各党の思惑はばらばらで、与野党が協議に入れる見通しは立っていない。
　自民党の吉田博美参院幹事長は「司法の立場をしっかり受け止め、一つの参考にしたい」と語った。同党は今回導入された合区の解消を目指す立場で、その手段として憲法改正も視野に入れる。判決が合区について「著しい不平等状態を解消するには足りない」と指摘したのを踏まえ、議論を進めたい考えだ。
　民進党は合区自体には反対していないが、蓮舫代表（参院議員）は「非常に重い司法判断だ。しっかり議論し、対案を出していきたい」と述べ、さらなる格差是正に取り組む考えを示した。（時事通信2016/10/14-20:54）
選挙改革　鈍い国会　一票の不平等「合区でも違憲状態」

東京新聞2016年10月15日 朝刊 
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　広島高裁岡山支部判決は七月の参院選で三・〇八倍だった「一票の不平等」を違憲状態と判断した。二つの合区を初めて導入することを柱とした国会の対応について「著しい不平等状態を解消するには不十分だ」と指摘した。司法から早急な対応を求められた国会だが、党利党略が絡み、改革に向けた動きは鈍い。　（山口哲人）

　司法が一票の不平等の是正を国会に突き付けるのは、今回が初めてではない。二〇一〇年や一三年の参院選を違憲状態とした最高裁判決は、抜本的な見直しを求めてきた。今回の判決もその延長線上にあるといえる。ただ、各党の思惑がぶつかり、改革案はすぐにまとまりそうにない。

　自民党の選挙制度改革問題統括本部長を務める細田博之総務会長は十四日の記者会見で、十一月にかけて出される広島高裁岡山支部以外の高裁・支部判決や、その後の最高裁判決を見極めた上で、改革案を検討する考えを示した。最高裁判決が出るのは一七年春の見込み。すぐに改革案をまとめようという姿勢はみられない。

　抜本改革を盛り込んだ法律を可決するには、衆参両院で過半数の賛成が必要になる。自民党はこの数を確保しており、同党が議論をリードすべきだが、現在の制度で多くの議席を得ているだけに、現行制度の維持にこだわりをみせる。

　現行制度のまま不平等を解消するには、合区が合理的だ。ただ、自民党は地方の選挙区で強い議員が多いだけに「県代表議員がいなくなる」として、せっかくまとめた合区解消を求める声が多い。
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　さらに、改憲して参院議員を国民代表から各地方の住民代表に位置付けることで、全国的にみて一票の不平等が出ても、憲法違反と指摘されないようにしようという声まで出ている。実際、七月の参院選公約には「都道府県から少なくとも一人が選出されることを前提として、憲法改正を含めそのあり方を検討」すると明記した。

　合区せずに現行制度を維持するという前提で、自民党が求める地方の選挙区定数を減らさないためには、都市部の定数をもっと増やして、不平等を解消するしかない。ただ、参院は二四二と定数が決まっているため、都市部の定数を増やすには比例代表の数を減らさなければならなくなる。これには比例で議席を獲得しやすい少数政党だけでなく、連立政権を組む公明党も反対している。

合区でも違憲状態　７月参院選「解消不十分」　高裁岡山支部判決

東京新聞2016年10月15日 朝刊 
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　「一票の不平等」が最大三・〇八倍で実施された七月の参院選は選挙権の平等に反し違憲だとして、岡山県の有権者が選挙の無効を求めた訴訟の判決で、広島高裁岡山支部は十四日、初めて導入された二つの合区による不平等是正策でも「違憲の問題が生じる程度の著しい不平等状態が残っている」として、違憲状態との判断を示した。格差縮小に向けた国会の取り組みには一定の評価を示し、無効請求は棄却した。原告側は即日上告した。　

　二つの弁護士グループが全国十四の高裁・高裁支部に起こした一連の訴訟で初の判決。合区解消の動きが浮上する中、さらなる投票価値の平等化を国会に迫った形で、次回参院選の制度改革の議論に影響を与えそうだ。

　松本清隆裁判長は人口の少ない隣接選挙区の合区によって二〇一三年参院選の四・七七倍から格差を縮小させた国会の是正策を「都道府県を選挙区の単位とする仕組みを極力維持し、最小限の合区で是正を図ったものだ」と指摘。「著しい不平等状態を解消するには不十分なものと言わざるを得ない」と判断した。

　また、参院議員の地域代表的な性質は投票価値の不平等を容認する理由にはならなくなっていると言及。合区の制度を採用する以上、合区の対象となる地域とそれ以外の地域間で不公平さが生じるとしても「著しい不平等を正当化するものとはいえない」とした。
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　ただ、合区導入などによる格差縮小に向けた国会の努力自体は一定程度評価。新たな選挙区設定には「多くの検討課題があることは認めざるを得ない」と理解を示し「不平等状態の解消に至らなかったのが国会の裁量権を超えて違法とまではいえない」と結論付けた。

　今回の参院選は「鳥取・島根」「徳島・高知」を合区として実施した結果、議員一人当たりの有権者数が最も少ない福井選挙区と、最多の埼玉選挙区との間で生じた格差は三・〇八倍だった。

しんぶん赤旗2016年10月15日(土)

投票価値平等実現を　井上参院幹事長がコメント

　日本共産党の井上哲士参院幹事長は１４日、７月の参院選の「１票の格差」は「違憲状態」だったとする同日の広島高裁岡山支部の判決について、次のようなコメントを発表しました。

◇
　日本共産党は参院選挙制度改革について、２００９年９月の最高裁判決にのっとって、投票価値の平等を実現する観点から、都道府県単位の選挙区方式を見直す抜本改革をすべきだと主張してきた。この立場から、今回の判決の対象となった「１０増１０減」の参院選挙制度の見直しについて、当面、格差を３倍程度に収めようというものにすぎず、抜本改革を先送りするものだとして反対した。

　今回の「違憲状態」判決は、憲法の求める投票価値の平等実現の必要性をあらためて示すものとなった。参院の「選挙制度改革検討会」の場で西岡武夫参院議長（当時）が示した当初案（総定数維持、ブロックごとの比例代表制）をたたき台として検討するなど、抜本的改革への協議を開始すべきである。

解散風 　あおる発言相次ぎ　野党「年内」に焦り
毎日新聞2016年10月14日　00時15分（最終更新　10月14日　02時53分）
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与野党で浮上する解散日程
　衆院の早期解散を巡る疑心暗鬼が与野党に広がっている。自公幹部から解散をあおる発言が続き、来年１月の「年明け解散」を想定していた民進党からは「安倍晋三首相は野党の選挙態勢が整わないうちに年内解散に踏み切るのでは」との焦りも出ている。 
　「解散風がびゅんびゅん吹いている。準備に怠りがないように」。民進党の蓮舫代表は１３日、自らが所属する党内グループの会合で危機感をあらわにした。出席者からは「改憲議論では『首相が解散権を乱用してはいけない』と規定することから議論すべきだ」との恨み節も漏れた。 
　「選挙の風が吹き始めている」（１０日、二階俊博自民党幹事長）▽「解散風は吹き始めている」（１２日、高村正彦自民党副総裁）▽「１００％あると思ってやらないと準備できない」（１２日、井上義久公明党幹事長）。首相の専権事項の解散について与党幹部がこれだけ言及するのは異例だ。自民党は１９日から当選１、２回の衆院議員を対象に選挙対策の勉強会を開催する。 
　こうした与党の動きに野党は警戒感を深めている。１０月下旬から１１月初旬にかけ、環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）承認案の衆院通過を巡って与野党の対立が深まる。民進党内ではそこで首相がＴＰＰを争点に解散に踏み切るのではとの疑念が広がる。「１２月１１日か１８日投開票」との臆測も出ている。 
　民進党は全２９５小選挙区中候補者不在の「空白区」は８５に上る。共産などとの選挙協力の本格協議も行われておらず、準備の遅れが年内解散への疑心暗鬼を深めている。支援労組・連合の神津里季生会長は１３日、蓮舫氏らとの会談で「永田町は常在戦場。擁立作業をさらに加速してほしい」と要請した。 
　だが、解散風の実態は不明だ。官邸関係者からは「党内の若手を引き締めるためのポーズ。官邸にはそんな雰囲気はない」という声が漏れる。もっとも、与党も浮足立つ。自民党の閣僚経験者は「みんな選挙に向けて走り出してしまった今、止めるのも大変だ」と語った。【高山祐、仙石恭】 
選挙報道の在り方を提示へ＝番組個別は審議せず－ＢＰＯ
放送倫理・番組向上機構（ＢＰＯ）放送倫理検証委員会（川端和治委員長）は１４日、今年の参院選と東京都知事選を扱った報道番組をめぐり、今後の選挙報道の在り方について意見を出すと明らかにした。個別の番組ではなく、選挙報道全般を対象に審議入りするという。
　川端委員長は「多数の候補者が出る中、（テレビ出演などの）時間をどう割り振るかなど、いろいろな議論がある」と例示。「報道が、選挙の実質的な公正・公平に資する、視聴者の選択に役立つものにしてもらうために考えてほしいことをまとめる」と説明した。（時事通信2016/10/14-21:32）
ＢＰＯ 　参院選と都知事選　選挙報道全般について審議入り
毎日新聞2016年10月14日　21時22分（最終更新　10月14日　22時25分）
　放送倫理・番組向上機構（ＢＰＯ）の放送倫理検証委員会は１４日、今夏の参院選と都知事選のテレビの選挙報道全般について審議入りすることを決めた。報道が「萎縮している」などの指摘があることから、公正・公平の意味などについて考え方を示す。 
　川端和治委員長は同日の委員会後、記者団に対し「選挙報道が公平公正に資するような、あるいは視聴者の投票行動の選択に役立つようなものにしていただくよう、（放送関係者に）考えてほしいことをまとめる」と述べた。 
　今夏の参院選と都知事選の報道を巡って、視聴者から「特定の候補に報道が集中したのは不公平ではないか」などの意見が寄せられていた。「選挙報道が萎縮しているのではないか」との指摘があることを踏まえ、委員から「選挙報道における公平・公正の意味について考え方を示すべきではないか」といった意見が出たという。【須藤唯哉】 
自民・山崎拓氏 　「北方領土問題、画期的な成果は出ない」
毎日新聞2016年10月14日　20時34分（最終更新　10月14日　21時20分）
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第２９１回「毎日・世論フォーラム」で講演する元自民党副総裁の山崎拓氏＝福岡市中央区で２０１６年１０月１４日午後１時６分、野田武撮影
福岡の「毎日・世論フォーラム」　１２月の日露首脳会談言及 
　自民党の山崎拓元副総裁は１４日、福岡市での「毎日・世論フォーラム」（毎日新聞社主催）で講演し、安倍晋三首相が１２月１５日に地元・山口県でロシアのプーチン大統領と会談することについて「北方領土問題の解決には年月を要する。画期的な成果は出ない」との見方を示した。 
　平和条約の締結後に歯舞、色丹２島を引き渡すとの日ソ共同宣言について「２島の施政権が日本に移れば日米安保条約が適用されるため、ロシアは『除外しろ』と主張する。日米関係が大変な事態になる」と指摘。日本は４島の帰属確認を主張してきたが、山崎氏は「２島返還プラスアルファでは国論が沸騰し、内政は危険な綱渡りになる。私が首相ならば来年１月の衆院解散・総選挙は考えられない」とも語った。 
　北朝鮮の核・ミサイル問題については「拉致問題に特化せず、６カ国協議に重きを置くべきだ」と述べた。【門田陽介】 
移設阻止へ別手法も視野　翁長沖縄県知事、埋め立て承認取り消し１年　「新基地造らせない」

琉球新報2016年10月14日 06:30 
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記者の質問に答える翁長雄志知事＝１３日午後、沖縄県庁
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の移設に伴う同県名護市辺野古の新基地建設計画を巡り、沖縄県の翁長雄志知事は１３日、前知事による埋め立て承認を取り消して１年を迎えて県庁で記者団の質問に応じ、「新辺野古基地は造らせない固い決意の中で、一つ一つ処理し、対峙（たいじ）していきたい」と述べた。
　裁判闘争と和解による工事中断を振り返り、「県民や国民の理解を得るべく頑張ってきた一年だった。頑張ってこれたのは、県民の支えによるものである」と語った。
　承認取り消しを巡る不作為の違法確認訴訟で、福岡高裁那覇支部の判決を不服として県が上告したことに翁長知事は「政府は辺野古唯一にこだわらず、物事を共有する形で早期解決に向けて進んでいってもらいたい」と要望した。
　最高裁判決後の対応として埋め立て承認そのものを撤回するかについては「選択の可能性として十二分に残っている」と述べた。
　埋め立て工事に知事の承認が必要な設計概要の変更申請を県が認めないことや、県漁業調整規則に基づく岩礁破砕許可に関する許可権限を出さないことなどの手法も挙げた。
　また知事選から衆院選、県議選、参院選などで辺野古新基地に反対する民意が示されたほか、これまでにワシントンや国連、日本記者クラブなどで情報を発信をしてきたとした。
　一方、本土にはまだ無関心や無理解が多いとして「どう真剣に考えてもらうかは、これからの課題でもある」と指摘した。
産経新聞2016.10.14 18:45更新 
菅義偉官房長官　辺野古移設めぐる違法確認訴訟で「最高裁が最終判断」　翁長雄志・沖縄県知事を牽制

菅義偉官房長官＝１２日午前、国会・衆院第１委員室（斎藤良雄撮影） 
　菅義偉官房長官は１４日の記者会見で、翁長雄志知事が米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる違法確認訴訟で県の敗訴が確定した場合、辺野古沖の埋め立て承認の撤回に踏み切る考えを示唆していることに関し、「国と県は、司法の判断が示された場合、ただちに判決に従って互いに誠実に対応していくとの和解案に合意している。日本は法治国家であり、最高裁の判断は最終判断だ」と牽制（けんせい）した
「日本は法治国家」 官房長官が翁長知事をけん制
NHK10月14日 14時14分
菅官房長官は閣議の後の記者会見で、沖縄県の翁長知事がアメリカ軍普天間基地の移設計画をあらゆる手段で阻止する考えを重ねて示したことに対し、日本は法治国家であり、国と県が合意した和解条項を順守することが重要だと強調して、翁長知事をけん制しました。
沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画をめぐって、沖縄県の翁長知事は、名護市辺野古沖の埋め立て承認を取り消してから１年となる１３日、「新辺野古基地は造らせないという固い決意で国と対じしていきたい」と述べ、埋め立て承認の撤回など、あらゆる手段で移設計画を阻止する考えを重ねて示しました。
これについて、菅官房長官は閣議の後の記者会見で、「国と県の間では、ことし３月に、『司法判断の手続きと協議を並行して迅速に進める。そして司法の判断が示された場合、直ちに判決に従い、互いに協力して誠実に対応する』という和解案で合意している。和解条項にしたがって誠実に対応することが大事だ」と述べました。
そのうえで、菅官房長官は、記者団が、「国と県で和解条項の解釈に違いがあるのではないか」と質問したのに対し、「全くない。裁判所の示した和解条項をお互いの弁護士が出席して決定したわけで、日本は法治国家だからそれがすべてだ」と述べ、和解条項を順守することが重要だと強調して、翁長知事をけん制しました。
官房長官 沖縄県外へのオスプレイ訓練移転を推進
NHK14日 21時24分
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菅官房長官は午後の記者会見で、沖縄に配備されているアメリカ軍の新型輸送機「オスプレイ」の訓練移転をめぐって、佐賀空港での試験飛行の実施に向けてアメリカ側と調整を進めているとしたうえで、沖縄県外への訓練移転を着実に進めていく考えを示しました。
安倍総理大臣は１３日の参議院予算委員会の集中審議で、沖縄の基地負担の軽減をめぐって、「沖縄に配備されているアメリカ軍の新型輸送機『オスプレイ』の訓練の一部は佐賀で行うということで進めている。整備は千葉県木更津で行うということも進め、１つ１つ着実に負担の軽減は進めている」と述べました。
これに関連して、菅官房長官は１４日午後の記者会見で、アメリカ軍の「オスプレイ」の訓練移転について、「９月２１日に佐賀県知事から稲田防衛大臣に対し、佐賀空港でのデモフライト実施の要望があり、現在、アメリカ側と調整中だ」と述べました。
そのうえで、菅官房長官は、「オスプレイの訓練移転は、沖縄の負担を全国で分かち合うということで政府が中心になってそれぞれの地方自治体にお願いしている。全国の空港と同じように佐賀県においても利用させていただきたい」と述べ、沖縄県外への訓練移転を着実に進めていく考えを示しました。
「核兵器禁止」交渉へ決議案＝メキシコなど２０カ国以上－国連総会委
　【ニューヨーク時事】核兵器禁止条約の実現を目指すメキシコやオーストリアなど２０カ国以上が１３日、核兵器の法的禁止措置を交渉するための会議を来年ニューヨークで開催するよう求めた決議案を、国連総会第１委員会（軍縮）に共同提案した。日本は共同提案国に入っていない。
　採択されれば、条約を視野に核兵器を法的に禁止する枠組みづくりについて、国連総会で初めて本格的な議論が行われる。今月２７日から来月上旬の間に賛成多数で採択される可能性が高い。
　決議案は「国連総会は、核兵器全廃に向け、核兵器を禁じる法的拘束力のある措置を交渉するため、１７年に国連会議を招集することを決定する」と明記。来年３月２７～３１日、６月１５日～７月７日を会期とし、国連全加盟国に参加を促している。（時事通信2016/10/14-11:04）
日本、核廃絶決議案を提出＝オバマ氏の広島訪問歓迎－国連総会委
　【ニューヨーク時事】日本政府は１３日、核兵器の全廃に向け、すべての国が共同行動を取る決意を新たにするとした決議案を国連総会第１委員会（軍縮）に提出した。日本は１９９４年以降、同じ趣旨の決議案を毎年、総会に提出しており、今年で２３年連続。
　決議案は「政治指導者による近年の広島、長崎訪問、とりわけ米大統領の広島訪問を歓迎する」と、オバマ米大統領による５月の被爆地・広島訪問などを評価する文言が盛り込まれた。（時事通信2016/10/14-10:03）
核兵器禁止条約 　交渉開始求め決議案提出　国連第１委に
毎日新聞2016年10月14日　20時06分（最終更新　10月14日　20時06分）
　【ニューヨーク國枝すみれ】オーストリアなどは１３日、核兵器禁止条約の交渉開始を求める決議案を国連総会第１委員会（軍縮）に提出した。決議案への賛成国は多く、今月下旬以降に委員会で採択される見通しだが、今後、賛成する非核保有国と反発する核保有国との駆け引きが続きそうだ。 
　決議案は、核兵器禁止条約の交渉を来年３月２７〜３１日と６月１５日〜７月７日の２回に分け、ニューヨークの国連本部で行う内容。国際機関や非政府組織（ＮＧＯ）などが参加することも求めている。 
　一方、日本政府も１３日、核兵器全廃を目指す決議案を提出した。 
　段階的な核軍縮を主張する日本の決議案は、核拡散防止条約（ＮＰＴ）体制を強化し、核保有国と非核保有国とが「意味のある対話」を行うよう呼びかけ、協力を促すことを目的とする。さらに、北朝鮮の核実験や弾道ミサイル発射をＮＰＴ体制への「挑戦」と位置づけ、核活動を検証可能かつ不可逆的な形で即時放棄するよう北朝鮮に強く要求している。 
日本、核兵器廃絶決議案を国連に提出 
日経新聞2016/10/14 10:35
　【ニューヨーク＝高橋里奈】日本政府は13日、核兵器廃絶を求める決議案を国連総会の第１委員会（軍縮）に提出した。核拡散防止条約（ＮＰＴ）体制の強化や核実験を実施した北朝鮮への非難を盛り込み、すべての国に安全保障理事会の制裁決議の履行を呼びかけた。オーストリアやメキシコなども同日、より拘束力の強い核兵器禁止条約の2017年の交渉入りを盛り込んだ決議案を提出した。
　日本の核兵器廃絶決議案の提出は1994年から23年連続。今年の決議案は13日時点で約50カ国が共同提案国となっている。「すべての国が核兵器の全面的廃絶への共同行動をとる決意を新たにする」とし、「ＮＰＴ体制の普遍性をさらに強化する決意を再確認する」と明記した。2015年のＮＰＴ再検討会議は決裂したが、次回20年の会議に向けて「最大限努力する」とした。
　北朝鮮の核実験と弾道ミサイルの発射については「最も強い表現で非難する」とし、「早急にＮＰＴに全面的に従うことを要求する」と強調した。決議案は10月末に採決される見通し。
　人道的な観点から核兵器禁止条約を推進するオーストリアやメキシコ、南アフリカ、ブラジルなども共同で別の決議案を提出した。「核兵器がもたらす悲劇的な人道上の結末を深く懸念する」とした上で、2017年に禁止条約の交渉入りを求めた。ニューヨークで17年３月と６月に交渉をすることを明記した。だが核兵器保有国や核の傘下にある国々からの賛同を得ることは難しいとみられている。
産経新聞2016.10.14 10:13更新 
核兵器禁止条約　非核保有国の決議案正式提出
　【ニューヨーク＝上塚真由】核兵器禁止条約の制定を目指すオーストリアなど非核保有国は１３日、国連総会第１委員会（軍縮）に、２０１７年の条約制定交渉開始に向けた決議案を正式に提出した。１００カ国以上が賛成しているとされ、今月末に採択される見通しが濃厚。非核保有国が主導権を握る形で進む軍縮議論に、核保有国は「非現実的で安全保障環境を考慮していない」（米国）と反発しており、国際社会の分裂が懸念されている。
　決議案では、２０１７年３月２７～３１日、６月１５～７月７日にニューヨークで会議を開催し、廃絶に向け核兵器を禁止する法的文書の制定交渉に入るよう求めている。会議は、多数決で採択する国連総会の規則で行うとし、市民社会の参加も必要だとした。
　一方、日本政府も１３日、２３年連続となる核兵器廃絶決議案を第１委に提出した。核拡散防止条約（ＮＰＴ）体制をさらに強化することを再確認し、５月のオバマ米大統領の広島訪問を「歓迎する」と明記した。唯一の被爆国であり、米国の「核の傘」に入る日本はＮＰＴ体制のもと段階的な核軍縮を主張している。
しんぶん赤旗2016年10月15日(土)

国連総会　核兵器禁止条約の交渉開始　２０カ国余が決議案提出

　【ワシントン＝島田峰隆】オーストリアやメキシコなど２０カ国以上が１３日、核兵器を禁止する法的拘束力のある措置について交渉する国際会議を２０１７年に招集するとした決議案を国連総会第１委員会（軍縮・国際安全保障問題）に提出しました。

　決議案公表時に６カ国だった共同提案国は大幅に増えました。今月上旬に行われた一般討論では圧倒的多数の国が同決議案に支持を表明しました。２６日から１１月初めの期間に賛成多数で採択される可能性が高くなっています。

　提出された決議案は、国際会議の招集について、来年３月２７日から３１日、６月１５日から７月７日の２会期、ニューヨークで開くと明記しています。会議には国際機関や非政府組織（ＮＧＯ）なども参加するとし、すべての国連加盟国に参加を呼び掛けています。

しんぶん赤旗2016年10月15日(土)

核兵器禁止条約　交渉早く　非同盟諸国代表など主張　国連総会第１委員会　テーマ別討論始まる

　【ワシントン＝島田峰隆】ニューヨークの国連本部で開かれている国連総会第１委員会（軍縮・国際安全保障問題）は１３日からテーマ別討論に入り、まず核兵器についての議論を始めました。引き続き多くの国が、核兵器を法的に禁止する措置の国際交渉を始めるよう求めています。

　非同盟諸国を代表して発言したインドネシアは、核保有国（米英仏中ロ）が核兵器を自国の安全保障政策に位置づけ、近代化を進めていることに「深い懸念」を表明しました。核廃絶へ誠実な交渉を求めた核不拡散条約（ＮＰＴ）の法的な義務を怠っていると厳しく批判しました。

　また非同盟諸国が毎年提出している決議案が「核廃絶への具体的な道」を示していると強調し、保有、開発、生産など核兵器を包括的に禁止する条約の早期締結へ向けた国際交渉を緊急に始めるよう求めました。

　南米１２カ国でつくる南米諸国連合（ＵＮＡＳＵＲ）を代表したベネズエラは「核兵器の存在そのものが、核保有国やそれに依存する国々も含めて、すべての国の安全を失わせている」と指摘しました。「核兵器を全面的に禁止する条約の交渉が最優先されるべきだ」とし、核兵器禁止条約などについて交渉する国際会議を２０１７年に招集するよう勧告した国連作業部会の報告書を歓迎しました。

　６カ国で構成する新アジェンダ連合を代表して発言したエジプトは、同連合が毎年出している決議案を説明しました。決議案は核兵器のない世界の達成と維持へ効果的な措置を多国間で交渉することを求めています。国連作業部会の報告書を歓迎し、すべての国がＮＰＴに基づく義務の遂行に責任を持つよう促しました。

「石原氏は記憶にないと回答」豊洲問題で小池知事が公表
朝日新聞デジタル2016年10月14日15時18分
　東京都の豊洲市場（江東区）をめぐる問題で、小池百合子都知事は１４日の定例記者会見で、石原慎太郎元知事から質問の回答を受け取ったことを明らかにした。石原氏が在任中、築地市場（中央区）からの移転を決めたため、経緯などについて質問を送っていた。回答の具体的内容を小池氏は明言しなかったが、「自分は聞いていない、記憶にないといった内容だった」と説明した。
石原元知事「覚えていない」　盛り土問題、質問状に回答 
日経新聞2016/10/14 15:15
　東京都の小池百合子知事は14日の定例記者会見で、豊洲市場（江東区）の建物地下に盛り土をしなかった問題に関して、元知事の石原慎太郎氏に送った質問状の回答が同日あったことを明らかにした。
　小池知事によると、質問状では当時の石原氏の認識などについて問い合わせた。回答は「聞いていない」「覚えていない」などがほとんどだったという。
　小池知事は「具体的な回答は、はっきり言ってなかった」と指摘。その上で「都合の悪いことはむしろ、いま伝えてもらわないと。知事を続けてきた功績を無にしないようにしてほしい」と誠実な対応を求めた。
しんぶん赤旗2016年10月15日(土)

豊洲移転の中止を　ＢＳ番組　宮本徹議員が出演

　日本共産党の宮本徹衆院議員は１２日放映のＢＳ日テレ「深層ＮＥＷＳ」に出演し、豊洲問題について東京選出の自民、民進両党の議員と討論しました。

　宮本議員は、東京都の従来の説明と異なり、誰の指示で豊洲新市場地下の盛り土を行わなかったのかなどの経過も明らかにされておらず、「真相を語ろうとしない隠蔽（いんぺい）体質が一層明らかになった」と指摘しました。

　民進党の松原仁衆院議員は、議会に事実と違う説明をしてきた「虚偽体質」を批判。自民党の下村博文衆院議員は「虚偽や偽証は違うのではないか。いいかげんというべきだ」と述べ、豊洲問題への批判を弱める姿勢を示しました。

　宮本氏は「ゼネコンの官製談合疑惑もある」と語り、なぜ豊洲になったのかも含め真相究明のために、都議会が役割を果たすよう求めました。

　司会の小西美穂氏は「共産党（都議団）は頑張って追及している」と評価しました。一方、近藤和行・読売新聞編集委員が「石原元知事の証言は重要だと注目されているのではないか」と提起したのに対し、下村氏は「ペーパーやヒアリングの方法もあり、必ずしも百条委員会でなくてもよい」などと、真相究明に後ろ向きな姿勢に終始しました。

　宮本氏は、豊洲新市場の安全性について「汚染物質が取り除かれていない状態だ」と指摘。「（築地市場からの移転）中止に向けて本格的な検討をすべきだ。その場合の業者の補償はしっかりすべきだ」と語りました。

　下村氏は「科学的に安全性が確認された時点で早く移転しないと無責任体制だ」と豊洲移転に固執する姿勢を示しました。

しんぶん赤旗2016年10月15日(土)

豊洲問題真相究明へ決意　党都議団　大山幹事長が談話
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（写真）大山とも子幹事長


　日本共産党東京都議団の大山とも子幹事長は１３日、第３回都議会定例会の閉会にあたって談話を出し、豊洲新市場（江東区）問題の真相究明のために今後も全力を尽くす決意を表明しました。

　談話は、党都議団が新市場の主要な建物下に盛り土が行われていないことをいち早く明らかにし、都民と都議会を欺いてきた都の重大な責任を厳しく追及し、真相を明らかにするよう求めてきたと強調。都が事実をねじ曲げた報告と答弁で切り抜けようとしたことを批判し、「わが党はこうした都の隠ぺい体質を改めさせ、事実を究明するために、今後とも全力を尽くす」としています。

　党都議団が追及してきた地下水管理システムをめぐる問題や新市場整備をめぐる談合疑惑などにかかわり、小池百合子知事が「（地下水管理システムについて）必要があれば調べる」「（建設費の高騰について）都民に開かれた場で、なぜこのような額になったのか、その理由を明らかにしていく」「より透明性のある入札制度の構築に向けて議論を行っていく」と答えたことは重要だと指摘。豊洲移転中止に向けた本格的検討を行い、築地市場（中央区）の補修等を行うことが必要だと強調しています。

　石原慎太郎元知事や中央卸売市場当局が真実を明らかにしようとせず、都合の悪いことは隠し続けている中、真相究明に全力を尽くすために強力な調査権を持つ百条委員会の設置を党都議団が提案したのに対し、自民、公明などが反対して否決したことにふれ、「都民の声に背を向けて趣旨説明さえ封殺し、百条委員会設置に反対した会派と議員は厳しい批判を免れません」と指摘しています。

社説　駆け付け警護　冷静な議論で歯止めかけよ

琉球新報2016年10月14日 06:02 
　憲法違反の疑義が残る安全保障関連法に基づく新任務で自衛隊員を危機にさらしてはならない。冷静な議論で危険な自衛隊派遣に歯止めをかけるべきだ。
　安倍晋三首相は１２日の国会答弁で、南スーダンに国連平和維持活動（ＰＫＯ）で派遣する陸上自衛隊に安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新任務を付与した場合でも、「リスクが増えるわけではない」との認識を表明した。稲田朋美防衛相も同様の答弁をしている。
　安倍首相、稲田防衛相の認識は明らかに南スーダンの現状と懸け離れている。今月１０日、首都ジュバにつながる幹線道路で市民を乗せたトラックが反政府勢力に襲撃され２１人が死亡した。７月にも治安悪化で３００人が死亡した。
　このまま見切り発車で新任務を与えられた自衛隊を派遣するようなことがあってはならない。隊員を危険に追いやるだけだ。
　現に政府は派遣する自衛隊に対し、新任務を付与するかどうかの判断を１１月に先送りする方向で調整を始めた。現地情勢を見極める必要があると判断したのだ。
　南スーダンの不安定な治安状況を認識していながら、リスクは増えないと答弁する安倍首相や稲田防衛相の矛盾した姿勢を国民は許さないはずだ。
　安倍首相に至っては南スーダンの情勢について「永田町と比べれば、はるかに危険な場所」とも発言した。自衛隊員の生命を軽んじるような発言であり、到底許されるものではない。
　多くの反対を押し切って安全保障関連法が昨年９月に成立し、新任務付与に向けた自衛隊の訓練も始まった。しかし、安保法は憲法違反との批判は今も根強い。実際に派遣される自衛隊が直面するリスクに関しても政府は十分な説明をしていない。
　「積極的平和主義」を掲げる安倍政権は憲法解釈を改め、集団的自衛権の行使を容認し、自衛隊の海外活動の範囲を大きく広げた。安倍政権はそれを実行段階に移そうとしている。
　しかし、海外で１発の銃弾も発射したことのない自衛隊が「駆け付け警護」の任務を帯びることによる危険性は十分に議論されていない。海外での武力行使に引きずり込まれる可能性は十分にある。
　安倍首相らの答弁を聞く限り政府のリスク認識は浅過ぎる。このまま自衛隊を派遣してはならない。
社説　白紙領収書　通用しない政界の「常識」
西日本新聞2016年10月14日 10時32分 
　政界の「常識」は世間の非常識なのだろう。菅義偉官房長官と稲田朋美防衛相が他の国会議員の政治資金パーティーで白紙の領収書をもらい、自らの事務所で金額などを書き込んでいたことが参院予算委員会で明らかになった。
　こうした手法は政界の一部で慣例化しているという。開いた口がふさがらないとはこのことだ。
　共産党の小池晃書記局長が、菅氏と稲田氏の政治資金収支報告書の添付書類にそれぞれ同じ筆跡とみられる領収書があると指摘した。両氏は、宛名や金額が空欄の領収書を受け取って「主催者の了解の下で書き入れた」と認めた。
　小池氏によると、稲田氏の収支報告書に添付された領収書には、筆跡が同じとみられるものが原本閲覧可能な２０１２年からの３年間で計２６０枚、約５２０万円分あった。菅氏にも同様の領収書が同期間に計２７０枚、約１８７５万円分あったという。
　一般社会では、そんな怪しい領収書が添付されていれば、書類そのものが突き返されるだろう。場合によっては偽造や横領などの疑いすら持たれる行為である。
　ところが、政治資金の所管大臣である高市早苗総務相は「主催団体の了解を得れば法律上の問題はない」と述べた。その高市氏もパーティー主催者として白紙領収書を渡していたことを認めた。
　政治家からは通常の会費より多い額を入れた祝儀袋などが渡されることが多い。その場で袋を開けると失礼になり、受付も混乱するので白紙の領収書を渡すという。政治資金規正法には領収書の作成方法に関する規定はない。
　だから「問題はない」で済むのか。こんな便法が通るならザル法としか言いようがない。自民党は金額など必要事項を記入した領収書を渡すよう通知したというが、あまりにもお粗末な対応である。
　甘利明前経済再生担当相と元秘書を起訴できなかったあっせん利得処罰法と同様、政治資金規正法は政治家に甘い。政界の「非常識」を世間の常識に近づけることが信頼回復への第一歩である。
社説　早期解散論　あからさまな党利党略
信濃毎日新聞10月14日
　あまりに党利党略が過ぎる。与党幹部らが言及を重ねる早期の衆院解散論だ。
　安倍晋三首相が来年１月にも踏み切るのではないかと取りざたされている。政権の身勝手な理由による解散は認められない。
　「選挙の風はもう吹き始めているというのが適当だ」。自民党の二階俊博幹事長が先ごろ記者団に述べた。「準備に取り掛からない人がいるとすれば論外だ」とも指摘している。公明党の山口那津男代表は党の会合で「いつあってもおかしくない」と強調した。
　首相は１２月にロシアのプーチン大統領を地元・山口に招き、会談する。年明けの解散がささやかれる背景の一つだ。北方領土交渉を進展させ、世論の支持を得た上で衆院選に持ち込むのでは―との見方が浮上している。
　通例だと１月に開く自民党大会が３月に先送りされたことも臆測に拍車を掛ける。
　首相は「解散については現在全く考えていない」としているものの、衆院選で勝利し、党大会で総裁任期の延長を決めるという見立てが与野党にある。
　見過ごせないのは、「１票の格差」を是正するための小選挙区の区割り見直しとの関係だ。
　新たな区割り案が来年５月までに勧告される見通しである。変更後には候補者調整を迫られる。自民の下村博文幹事長代行は「現職にとって脅威だ」とし、勧告前の解散を求める圧力が高まる可能性に言及した。
　周知期間が必要なため、首相の判断は一定の制約を受ける。そうなる前に踏み切りたい思惑もあるのではないか。
　「区割り改定前の解散は違憲状態だ」と国会でただされたのに対し、首相は「解散は否定されるものではない」と反論している。
　衆院選は２００９年、１２年、１４年と３回続けて最高裁から「違憲状態」とされた。司法判断を重く受け止め、次回は新たな区割りで行うのが筋である。
　選挙をにらみ、与党からは第３次補正予算の検討を始めるよう求める声も上がっている。成立したばかりの第２次補正は一般会計の追加歳出が４兆円を超える。財政再建に取り組まなければならないのに、選挙目当てで歳出がますます膨らみかねない。
　経済再生、社会保障制度改革など政治課題は山積している。各党による腰を据えた議論が求められる。解散風を吹かせ、国会を浮足立たせるのは政府、与党として責任ある振る舞いではない。 

社説 　参院選違憲状態　抜本改革を迫る警告だ
毎日新聞2016年10月15日　東京朝刊
　選挙制度の抜本改革を求める司法からの強い警告だと国会は受け止めるべきだ。選挙区定数を「１０増１０減」して実施された７月の参院選について１票の格差が違憲かどうかが争われた裁判で、広島高裁岡山支部は「違憲状態」と判断した。 
　７月の参院選では隣り合う２県を一つの選挙区とする「合区」が初めて導入され、１票の格差は最大４・７７倍から３・０８倍に縮小した。しかし判決は「３倍を超える格差があり、著しい不平等状態を解消できなかった」と認定した。 
　合区を取り入れた改正公職選挙法は付則で、次回の２０１９年参院選に向けて「選挙制度の抜本的な見直しを引き続き検討し、必ず結論を得る」と定めている。判決は格差縮小に向けた努力を評価し「国会の裁量権を超えるものではない」として違憲とまではしなかった。 
　ただし裁判所は合憲か違憲かを分ける基準は示さなかった。今回を皮切りに、来月にかけて全国各地の高裁で同種訴訟の判決が続く。厳しい判断が示される可能性もある。 
　最高裁は１票の格差を巡り、前々回の１０年参院選に続いて前回の１３年参院選についても違憲状態にあると指摘した。これを受けて各党が是正案を検討し、公明党や旧民主党などは２０選挙区を１０に合区して最大格差を２倍未満に抑える提案をした。だが、成立したのは自民党などが提出した１０増１０減案で、抜本是正には程遠い内容だった。 
　参院の格差が大きくなりやすいのは、都道府県を選挙区の単位とする仕組みがあるからだ。それを維持するかどうかで政党間の意見が対立した。判決は、この対立を調整できなかった結果、３倍の格差が残ったと指摘した。 
　参院選では人口の少ない県にも最低２議席が配分されてきた。今後も大都市への人口集中と地方の人口減が進み、格差は一層広がるとみられる。格差を是正するためにはさらに合区を増やさなければならなくなる。しかしそれには弊害が多い。 
　今回、「鳥取・島根」「徳島・高知」と、４県の選挙区が二つに統合された結果、島根を除く３県で投票率が過去最低を記録した。候補者の存在が遠くなり有権者の関心を低下させた面は否めない。 
　合区による格差是正は、国会が抜本改革に踏み切れない中での苦しまぎれの対応だった。参院選挙制度改革は格差の観点からだけでなく、衆参両院の役割の見直しとともに考える必要がある。 
　参院が「分権の府」として地方の声を届ける役割を担うことも選択肢の一つだ。参院の意義についても徹底した議論を怠るべきではない。 
社説　ボブ・ディラン　時代は変わり詩は輝く
朝日新聞デジタル2016年10月15日（土）付
　米国で最も有名なミュージシャンのひとり、ボブ・ディランさん（７５）に今年のノーベル文学賞が贈られる。１９０１年から続く賞の歴史で、歌手の受賞は初めてのことだ。
　スウェーデン・アカデミーは古代ギリシャのホメロスやサッフォーに連なる偉大な詩人とたたえた。歌や楽器の演奏で表現される歌詞の世界を、現代最高の詩文学と認めた英断を歓迎したい。英作家サルマン・ラシュディ氏は「吟遊詩人の伝統の見事な伝承者」と祝福した。
　ディランさんは６２年にフォーク歌手としてデビューした。「風に吹かれて」「時代は変（かわ）る」など初期の代表作は、黒人の人種差別解消を求めた公民権運動やベトナム反戦を象徴する抵抗歌として歌い継がれた。
　ビートルズのジョン・レノンが傾倒し、日本でも吉田拓郎さんや高石ともやさんらに影響を与えた。６０年代の学生運動の若者たちも口ずさんだ。
　だが自身は唐突にロックに転向し、カントリーやブルースにも近づいた。さらに伝承歌や伝統的な詩を踏まえた、大衆音楽の大伽藍（がらん）を築きあげた。
　だみ声でたたみかけるようにうたわれる歌の数々は、一聴して彼のものとわかる。同様に、くっきりしたイメージの単語を随所にすえ、意外な言葉のつなぎ方や重層的な韻、謎めいた比喩で鮮やかな描写を生み出す歌詞も、彼独自のものだ。
　口語で伝えられる歌詞に文学の新たな可能性を見いだす。今回の授賞の意味をどう受けとめたらいいのだろうか。
　米国では大統領候補が互いをののしりあう。言葉による交渉の成立しない過激派組織「イスラム国」が世界を恐怖と混沌（こんとん）に陥れている。日本でも、ネット上のギスギスした物言いが人々を傷つけ、追い詰めている。
　膨大に行き交う言葉が本来の価値と重みを失い、人間同士の交流を妨げる要因にすらなる。そんな皮肉な時代に、いまも世界各地をめぐって精力的にステージをこなし、生身と肉声で歌を届け続けるディランさんの存在は輝きを増している。
　１２年の「テンペスト」でタイタニック号の悲劇を叙事詩のように歌いあげ、今春の日本公演ではスタンダード曲「枯葉（かれは）」や斬新なアレンジの自曲を披露した。半世紀余にわたり自己刷新を重ねてきた芸術家としての姿勢も特筆される。
　自伝にある「わたしの運命は命の息吹が導くまま展開していく」の言葉どおり、転がる石のように進む歌手に、現代の吟遊詩人という呼び名が加わった。
社説　ボブ・ディラン氏　歌に宿った高い文学性
毎日新聞2016年10月15日　東京朝刊
　ノーベル文学賞の歴史上、一つの事件と言えるだろう。米国のシンガー・ソングライター、ボブ・ディラン氏にノーベル文学賞が授与されることが決まった。 
　歌手の受賞は初めてであり、世界中で歓喜と当惑を持って受け止められている。選考の経緯は５０年たたないと公表されないが、文学の概念が拡大したと捉えることもできる。 
　スウェーデン・アカデミーは授賞理由を、「米国の歌の伝統において新たな詩的表現を創造した」と説明した。西欧では概して詩人の評価が高く、第１回文学賞もフランスの詩人に与えられた経緯がある。 
　その先例にならえば、ディラン氏の受賞は原点回帰とも受け取れる。アカデミーは、古代ギリシャの詩人のホメロスらを引き合いに「彼らは人々に聞かれることや演奏されることを前提に詩を書いた。ディラン氏も同じやり方だ」と称賛した。 
　ディラン氏は、１９６０年代初頭に公民権運動やベトナム戦争の時代を背景に、若者から熱狂的な支持を得た。ディランの名は、英ウェールズ出身の詩人、ディラン・トーマスに傾倒し、自ら思いついたという。 
　「何回砲弾が飛び交えば／永遠に禁止されるのだろう」。代表曲「風に吹かれて」は、反戦歌として受容されながら、安直に答えを出さずに問い続ける大切さを訴えている。 
　メッセージ性の強い「プロテストソング（抵抗の歌）」の旗手として有名にはなったが、その歌詞はさまざまな解釈が可能で、深みと広がりがある。当初は、問いかけが曖昧という声もあったほどだった。 
　欧米ばかりでなく日本のミュージシャンにも強い影響を与えてきた。 
　「ボブ・ディランがいたから今日があるような気もする。多くのことがそこから始まったと思うのだ」。７０年代にヒットを飛ばした吉田拓郎（よしだたくろう）氏の言葉がそれを雄弁に物語る。 
　聖書などあらゆる言葉を歌詞に生かし、新たな文学性を切り開いてきたディラン氏は、正に「口語で表現する偉大な詩人」（アカデミー）という評価に値する。 
　今回の受賞からは欧州に偏ってきた選考の変化もうかがえる。米国には前評判の高い文豪らが控え、２０１３年はカナダの作家が受賞した。 
　「理想主義的傾向を持つ最も優れた作品を書いた人」というノーベル賞創設者、アルフレッド・ノーベルの遺言に、アカデミーが新たな解釈を加えたとも言えるのではないか。 
　多くの問題を抱えながら、社会を改革しようと人々が苦闘した時代にディラン氏はデビューした。それから５４年の長きにわたり新しい創造を続ける姿は、現代人にも強い改革のメッセージを投げかけている。 
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